
第５章

魅力・元気・文化を誇れるまち



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

R4予算現額

202,585千円

R5予算現額

214,354千円

R4正規職員人件
費

0.63 人

5,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.76 人 評価者

～ 6,142千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

1,350千円

R5予算現額

1,350千円

R4正規職員人件
費

0.27 人

2,161千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.27 人 評価者

～ 2,182千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

400千円

R5予算現額

400千円

R4正規職員人件
費

0.15 人

1,200千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.07 人 評価者

～ 566千円 商業観光課長　古田　晃一

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

新たな創業により地域経済
の活性化及び産業と技術革
新の基盤の底上げに貢献し
た。

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H12 332人

512
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

事業の目的達成に向けて、成
果が出始めているため。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

最優先 自治事務 202,024千円

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう所沢市企業立地支援条例、及び、同施行規則

所沢市都市型産業等育成補助金交付要綱 212,708千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本市の立地環境を活かし、企業立地等奨励金や
補助金により製造業や都市型産業等（情報通信
業、アニメーション・コンテンツ・ＩＣＴ関連
産業、宿泊施設、社員２０人以上の本社等）の
立地・拡大の推進及び育成を行い、市内経済の
活性化、雇用の創出、税収の増加を図るもので
ある。

会年職
員等

0人

実績 6件 6件

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6件

②24件

③4件

R5目標 R5実績

現在の課題：企業誘致のためにさらに
周知が必要である。
今後の取組：引き続き関係機関と連携
し、企業誘致活動を実施する。

R5その他職員従
事割合

6件 6件

市内に新たな企業を誘致す
ることで、所沢市の経済成
長へ繋げることができる。会年職

員等
6件

513
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

誘致対象事業者の新規立地を、年間１件以上ある
ことを目標とし、交付件数を年度ごとに１件づつ
加算した。

埼玉県（企業立地課）との情報共有を
図り、埼玉県においても、所沢市への
企業誘致活動を共同で行っている。

企業誘致活動推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

創業支援事業は、多様な支援メニュー
により創業者を多角的に支援するもの
であるが、創業に関する施策のニーズ
を的確に捉え、事業の充実を図るとと
もに、創業機運が高まるよう周知・PR
を徹底していく。

R5その他職員従
事割合

393人 284人

新型コロナウイルス禍も終息
し、創業を希望する人が増加
傾向と見込まれるが、目標値
に比べ市役所窓口での相談件
数が少なかった。より広く周
知を行い、更なる充実を図っ
ていくことが必要である。

R5年度に改善した点

①企業立地等奨励金の交付
件数
②工場等の立地相談対応件
数
③都市型産業等育成補助金
の交付件数

企業立地等奨励金の交付件数

0人

R6目標

H24

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 1,350千円

①創業支援対象者数

②創業者数

創業支援対象者数
産業競争力強化法に基づく本市の創業支援等事業
計画による創業支援の対象者

創業後も含めた継続的なフォローアッ
プを行うため、直近5年以内に開業ゼミ
ナール・開業相談会・開業caféのいず
れかに参加した者を対象に、開業フォ
ローアップゼミナールを開催した。

新規創業等支援事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
産業競争力強化法 1,350千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域における創業者を支援し、地域の活性化、
雇用の確保を図ることを目的として、開業ゼミ
ナール、開業カフェ、専門家による無料個別相
談会等、産業競争力強化法に基づく創業支援等
事業計画に沿って、商工会議所等と共に事業を
展開するもの。

会年職
員等

0人

実績 393人 245人

所沢商工会議所や創業・ベンチャー支援セン
ター埼玉で開催する開業ゼミナールや相談会
に関しては参加者が増加したが、市役所窓口
での相談件数が少なく、目標値を達成できな
かった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①284人

②24人

R5目標

513
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

新型コロナが流行し活動を自
粛することが求められる間
に、商店街を超えた経営者同
士のつながりが希薄となった
ため、申請がなかったと考え
られる。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 0千円

①補助対象研究事業数 補助対象研究事業数

0.01人

R6目標

H25

所沢市商業経営者グループ研究事業補助金交付要綱 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内商業経営者グループが行う研究事業を募集
し、補助金を交付する。
・対象者　　　市内在住者又は市内に事業所を
有する5名以上で構成する団体
・対象事業　 研究事業に要する調査活動費、研
修費、消耗品費等
・補助金額　 経費の1/2以内（限度額20万円）
同一の研究事業は2回を限度としている。

会年職
員等

0人

実績 2グループ 0グループ

商業経営者グループからの申請がなかったた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0グループ

R5目標 R5実績

市内経営者の育成・商業の発展のた
め、引き続き事業を行う必要がある
が、近年申請が無いことから補助対象
となりそうな事業の情報収集や市内事
業者への周知を積極的に行う。

R5その他職員従
事割合

2グループ 0グループ

本事業を通して市内商業の
発展に貢献するものであ
る。会年職

員等
1グループ

R6予算額200千円（1事業限度200千円×1グルー
プ） 補助金説明会等、事業者が集まる機会

を利用して、制度を案内した。

商業経営者グルー
プ研究補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

273千円

R5予算現額

278千円

R4正規職員人件
費

0.73 人

5,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.78 人 評価者

～ 6,303千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

19千円

R5予算現額

20千円

R4正規職員人件
費

0.38 人

3,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.39 人 評価者

～ 3,152千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

4,000千円

R5予算現額

5,000千円

R4正規職員人件
費

0.53 人

4,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.53 人 評価者

～ 4,283千円 産業振興課長　奈良　和子

514
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

農業者の参加者数が減少傾向であるた
め、事業のマンネリ化を防ぐととも
に、魅力ある事業へとブラッシュアッ
プする方法を検討していく。

R5その他職員従
事割合

7件 5件

きっかけづくり交流会におい
ては、参加者数が年々減少傾
向にある。特に、農業者の参
加が少なく、いかに事業を魅
力的なものとし、参加者数を
増やすかが今後の課題であ
る。きっかけづくりだけでな
く、マッチング後の商品開発
や商品開発後のフォローアッ
プなども充実させ、魅力ある
事業としていくことが必要で
ある。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.25人

R6目標

H23

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

重要 自治事務 93千円

①きっかけづくり交流会参
加団体数
②きっかけづくり交流会新
規参加団体数
③農商工連携により創出さ
れた新事業数

農商工連携により創出された新事業数
支援事業に参加した事業者同士の連携により、実
際に新商品や新サービスの創出につながった件数

広報ところざわ10月号で農商工連携事
業の特集を組み、市民へ農商工連携事
業の重要性を周知した。また、より魅
力的な商品にブラッシュアップするた
めの「商品開発・経営戦略のミーティ
ング」を開催した。参加事業者は、今
後の商品のブラッシュアップと事業展
開について、専門家からの意見を聞
き、見識を深めることができた。

農商工連携推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 100千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

農業者、飲食店業者、食品加工業者等の情報交
換・ビジネスマッチングの機会として「農商工
連携のための勉強会」、「農商工連携のための
きっかけづくり交流会」を開催し、地元農産物
などを活用した新たな商品やサービス等の創出
を図るもの。

会年職
員等

0.25人

実績 3件 4件

きっかけづくり交流会においては、マッチン
グ件数は増加しているが、新製品、新サービ
スの開発に至った件数が目標値より少なかっ
た。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①30団体

②10団体

③5件

R5目標

異業種間、事業者間の連携
による新たな付加価値を有
する商品やサービスの創出
に寄与した。

7件

521
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値に対して100％以上の成
果が出たため。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 5千円

①新規先訪問件数

②既存先支援件数(情報提
供、イベント実施)

新規先訪問件数

0人

R6目標

H31

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

- 5千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢商工会議所中小企業相談所や埼玉県産業振
興公社等との連携、国・県等からの専門相談員
の派遣等により、地域を牽引する地域産業牽引
事業者等を発掘し、これらの事業者による新商
品開発や販路開拓等の積極的な取組の実現に向
けた支援を行うもの。

会年職
員等

0人

実績 10件 11件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5件

②17件

R5目標 R5実績

市民の認知度向上等のニーズに対応す
べく開催している工業製品展示につい
て、より多くの市民に見てもらうた
め、引き続き、開催時期や開催方法の
見直しをしていく。

R5その他職員従
事割合

5件 5件
経営課題やニーズを把握し
たことにより、施策への反
映を通して、地域産業の活
性化に寄与できた。

会年職
員等

5件

521
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

地域産業を牽引する事業者への専門家の派遣、訪
問の件数

工業製品展示について、小学生や中学
生などにも見に来てもらえるよう開催
時期を春休み期間中に変更した。ま
た、土日も含めて開催し、転出入の手
続きに訪れた市民の目にも触れるよう
配慮した。

地域産業を牽引す
る事業者等支援事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

DXやゼロカーボン実現のための設備更
新なども、本補助金の役割であると認
識している。そのため、加点要素の見
直しなどを引き続き実施していく。ま
た、予算額の増額により、より多くの
事業者に制度を利用してもらうことで
地域経済の活性化につなげていく。

R5その他職員従
事割合

5件 9件

目標値に対して100％以上の成
果が出たため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H25

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

重要 自治事務 4,000千円

①補助金交付件数
（商工会議所取りまとめ分
は１件として扱う）

②補助金交付金額

補助金交付件数
（商工会議所取りまとめ分は１件として扱
う）

事業の目的を達成するために、十分な周知を図
り、一定以上の補助金交付件数を目指す。

補助対象経費の大きな事業が採択され
ると、補助件数が少なくなるという課
題があったため、予算を増額して対応
した。

地域資源活用・も
のづくり総合支援
補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

地域資源活用・ものづくり総合支援補助金交付要綱 4,908千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内の製造業者や農業者等の経営基盤の強化と
地域経済の活性化を図るため、市内事業者が連
携し、新商品やサービスの開発及び新たな販路
の開拓等を行う際に、その経費の一部を補助す
るもの。

会年職
員等

0人

実績 5件 4件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①9件

②4,908千円

R5目標

先端設備導入による高効率
な産業基盤の醸成

5件



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

13,000千円

R5予算現額

13,000千円

R4正規職員人件
費

0.05 人

400千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.05 人 評価者

～ 404千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

5,000千円

R5予算現額

5,000千円

R4正規職員人件
費

0.26 人

2,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.22 人 評価者

～ 1,778千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

1,200千円

R5予算現額

5,162千円

R4正規職員人件
費

0.15 人

1,200千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.55 人 評価者

～ 4,445千円 農業振興課長　前田　亘一

522
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内の商工業振興において重
要な役割を担う団体として引
き続き補助を行う必要があ
る。
なお、補助事業のあり方につ
いては、市と共同で実施し市
が負担金を交付する事業と併
せて方向性を検討する必要が
ある。

R5年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
重要 自治事務 13,000千円

①経営改善普及事業の巡回
窓口相談件数
②経営改善普及事業の講習
会等の開催による指導件数
③個人・法人・団体の年度
末会員数

商工会議所一般会計の事業費（千円）

0人

R6目標

S25

所沢商工会議所補助金交付要綱 13,000千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域経済の振興と発展を目的に、所沢商工会議
所に対して補助金の交付を行う。
（団体における実施事業）
○所沢商工会議所一般事業(部会活動、街おこし
事業、情報提供事業、会員組織事業、検定事業
等)
○中小企業相談所事業（中小企業経営指導、事
業融資受付、講習会開催、人材育成事業等）

会年職
員等

0人

実績 204,052千円 152,346千円

予算額に対する決算額であるため。
会員支援のための諸事業は概ね計画どおり実
施された。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2,924件

②1,463件

③3,134者

R5目標 R5実績
市内唯一の地域総合経済団体として、
新型コロナウイルス感染症拡大や原油
価格・物価高騰等により甚大な影響を
受けた市内経済の復活を行っていくこ
とが喫緊の課題である。市としても、
事業実施や情報の共有などの面で密に
連携していく。

R5その他職員従
事割合

206,420千円 144,268千円

小規模事業者支援という角
度からの市内産業基盤の醸
成会年職

員等
207,598千円

522
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R5実績

事業計画に基づき事業が実施されているかを示
す。
目標は商工会議所一般会計の予算額、実績は決算
額。

市内事業者の現況についてヒアリング
し、事業者のニーズ把握に努めるとと
もに、今後の施策について意見交換を
行った。

所沢商工会議所補
助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

コロナ禍、原油価格・物価高騰からの
回復支援策の一つとして、埼玉県およ
び公庫融資の設備資金利用者に対する
利子補給を継続し、設備投資を行う意
欲的な事業者への発展を支援する。

R5その他職員従
事割合

5件 3件

中小企業者が行う資金調達に
係る支援策として一定の効果
はあるが、コロナ対策として
設けられた有利な融資制度を
利用した事業者がほとんどで
あったため、市の制度融資利
用者が少なかった。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

S48

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

重要 自治事務 1,692千円

①融資制度新規実行額

②借入事業者、貸付金融機
関への利子補給額

融資制度新規利用件数
年度内に市の融資制度が実行された件数を設定す
ることで、市融資制度を必要としている事業者の
数を示す。

利子補給制度の周知チラシについて、
金融機関に送付して周知するなど、利
用を増やすための工夫を行った。

中小企業融資事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市中小企業融資規則、所沢市中小企業設備投資融資利
子補給金交付要綱、外 1,673千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

中小企業者の事業振興を図り、経営の合理化・
安定化並びに企業の体質改善に寄与することを
目的に、中小企業者に低利率で融資を行う。
市独自の融資制度は「中小企業支援資金」「特
別小口資金」「災害復興資金」「新規創業支援
資金」の4種類。市融資制度利用者、金融機関、
県の設備投資融資の利用者に対し利子補給を行
う。

会年職
員等

0.15人

実績 10件 2件

新型コロナ感染症対策として、市の融資メ
ニューより有利な利率で借りられる融資メ
ニューが国県等により用意されていたことか
ら、市制度融資の利用が少なかったと思われ
る。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①14,920,000円

②1,672,700円

R5目標

県や公庫の融資制度も含め
た柔軟な資金調達方法の提
示により、体力のある産業
基盤の整備に努めた。

5件

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

補助内容の見直しにより、参
加農家数を増やし、目標を達
成することができた。

R5年度に改善した点
13 気候変動に具体的な

対策を
最優先 自治事務 1,076千円

①フェロモン剤購入農家数

②緑肥購入農家数

③生分解性マルチフィルム
購入農家数

事業参加農家数

0人

R6目標

H14

15 陸の豊かさも守ろう

所沢市環境にやさしい農業推進事業費補助金交付要綱 3,411千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

フェロモントラップ、生分解性マルチフィル
ム、緑肥等の利用に対して、事業費の１/２以内
を限度として補助をする。
地球環境への負荷を軽減するとともに、地域住
民との共存を図り、安心で安全な農産物の生産
を増やしていく。

会年職
員等

0人

実績 220戸 210戸

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①76戸

②69戸

③119戸

R5目標 R5実績

より多くの農業者に参加いただけるよ
う、効果的な周知方法について引き続
き検討する。

R5その他職員従
事割合

220戸 264戸

農薬・化学肥料等の使用抑
制による環境負荷の低減。会年職

員等
270戸

環境への負荷の少ない農業資材の利用を増やすこ
とを当該事業の目的としているため、事業の参加
農家数を指標とする。
目標値としては、前年度の実績を基本俊、維持・
向上を目指す数値を設定する。

当事業の過年度の活用状況をもとに、
補助内容の見直しを図った。
また、農業者が来庁せずとも申請でき
るように電子申請での受付を開始し
た。

環境にやさしい農
業推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,556千円

R5予算現額

1,746千円

R4正規職員人件
費

0.32 人

2,561千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.70 人 評価者

～ 5,657千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

14,625千円

R5予算現額

18,375千円

R4正規職員人件
費

0.31 人

2,481千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.51 人 評価者

～ 4,121千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

190千円

R5予算現額

238千円

R4正規職員人件
費

0.14 人

1,120千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.16 人 評価者

～ 1,293千円 農業振興課長　前田　亘一

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績 環境保全型農業に取り組んでいるが、
本交付金の手続きが煩雑であることか
ら申請まで至らないケースもある。
申請書作成等の負担が軽減できるよ
う、書類作成の支援を行うほか、現在
の申請者も取組面積を拡大できるよ
う、栽培技術等の情報提供も行ってい
く。

R5その他職員従
事割合

1,200ａ 1,175a

化学肥料・化学合成農薬を使
用しない有機農業は、環境へ
の負荷が少ない一方、農業者
にとっては高度な手法が要求
されるものであるが、取組面
積は年々増加している。
今後も取組面積や取組を行う
農業者の数を増やし、取組へ
の支援を行うことで、環境保
全型農業の推進を図ってい
く。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H24

6 安全な水とトイレを世
界中に

重要 自治事務 1,384千円

①有機農業の取組面積

環境保全型農業に取り組んだ面積
化学肥料・農薬等の影響による環境負荷を低減す
るために、環境保全型農業に取り組んだ面積を指
標とする。

新たな周知活動として、作付調査への
回答を基に、有機農業に関心のある農
業者を対象としたヒアリング及び訪問
での制度説明を行った。
これにより、次年度に申請を希望して
いる農業者を増やすことができた。

環境保全型農業直
接支払交付金交付
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 13 気候変動に具体的な

対策を環境保全型農業直接支払交付金交付等要綱（国）、所沢市
環境保全型農業直接支払交付金交付要綱（市） 1,515千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

国、県、市一体で、土づくり等を通じた化学肥料・農薬等
による環境負荷の軽減、農業が有する環境保全機能の向上
が図られるような農業者の取組等に対し支援を行う。農業
者が行う地球温暖化防止、生物多様性保全等に資する取組
が対象となる。
化学肥料・化学合成農薬を使用しない取組である有機農
業、または、化学肥料・化学合成農薬を都道府県の慣行レ
ベルから原則５割以上低減する取組とあわせて、次のいず
れかの取組ひとつを選択して実施
①緑肥（カバークロップ、リビングマルチ、草生栽培）
②炭素貯留効果の高い堆肥の水質保全に資する施用
③地域特認取組　等

会年職
員等

0人

実績 1,200ａ 1,153ａ

猛暑により作物の生育状況等に影響が生じ、
当初取組が予定されていた面積から変更が生
じたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,175a

R5目標

農薬・肥料等の使用抑制に
よる環境負荷の低減。

1,200a

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

新規就農を目指す意欲ある青
年の育成が順調に進み、研修
の仕組みである「いるま地域
明日の農業担い手育成塾」に
５名が参加しているなど、新
規就農者を確保していく体制
が整っている。これは、就農
相談会への参加や、適切な就
農相談の受付など、就農支援
に向けた施策に積極的に取り
組んだ結果であり、今後も継
続して行っていく予定であ
る。

R5年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 14,625千円

①経営開始資金 交付者数
（経営体数）

②経営発展支援事業 交付者
数（経営体数）

新規就農者数及び研修者人数
（経営体数）

0人

R6目標

H24

8 働きがいも経済成長も
農業人材力強化総合支援事業実施要綱,新規就農者育成総合対策実施要綱(国),新
規就農総合支援事業実施要領(県),所沢市新規就農総合支援事業実施要綱(市),農
業経営基盤強化促進法

18,375千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

青年新規就農者に対し、就農初期段階の経営の
安定化を図るため、支援する。
【経営開始資金事業】
就農予定時に原則50歳未満で次世代を担う農業
者となる強い意欲を有し、人･農地ﾌﾟﾗﾝに中心経
営体として位置付けられている認定新規就農者
に対して、経営支援を行う。
【経営発展支援事業】
R4以降の上記新規就農者に対して、機械・施設
の導入費の一部を補助する

会年職
員等

0人

実績 ６経営体 ６経営体

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①５経営体

②２経営体

R5目標 R5実績 就農に向けた相談では、県と連携して
丁寧に対応し、就農後においても適切
な指導を行った。
今後も周辺農業者との良好な関係が築
けるよう支援していく。
就農相談の時点で、現実を理解しても
らえるよう厳しく説明し、就農後に離
農した場合のリスクについても説明を
する。

R5その他職員従
事割合

６経営体 ７経営体

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理会年職

員等
６経営体

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

農業従事者の高齢化や後継者不足、耕作放棄地の
増加という諸課題を解決するため、新たな担い手
として独立自営就農を行う新規就農者及び新規就
農を前提とするいるま地域明日の農業担い手育成
塾生の人数を目標として設定した。

昨年度と同様、就農相談や制度説明だ
けでなく、実際に新規に就農した方へ
の訪問や体験談などを聞くことによ
り、様々な観点から就農に向けた検討
が行えるよう、就農希望者に声を掛け
てきた。入塾前の事前研修の指導農家
に関して、市内農業者で経営感覚に優
れ、厳しく指導してもらえる農家を選
定している。

新規就農総合支援
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

農地拡大を検討している法人やこれか
ら農業に参入する意思のある法人から
の相談があった場合に、農地貸借の
マッチングや本事業の活用を勧める。
また、農地管理ができるか事業計画や
実績、経験をヒアリングし検討してい
く。

R5その他職員従
事割合

5,000㎡ 15,948㎡

新規に参入した法人による遊
休農地の貸借等により、農地
の維持及び地域農業の活性化
に寄与した。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H27

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 148千円

①対象法人数

②対象面積

農地所有適格法人等規模拡大面積

新規に参入してから3年目までの農地所有適格
法人等が、該当する年度中に新規に借り受け
る農地面積（賃貸借+使用貸借で、更新面積は
含めない）を目標として設定した。
（補助対象外の法人も含む）

参入希望の法人に対して、県や農業委
員会と連携し、適切な指導を実施し
た。県は企業参入という視点で指導
し、市、農業委員会は企業参入だけて
なく、農地貸借、農地管理ができるか
という視点で指導、相談対応を行っ
た。

農地所有適格法人
等支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

所沢市農地所有適格法人等支援事業費補助金交付要綱 133千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

遊休農地や不耕作農地の解消、地域農業の活性
化のため、農業経営の規模拡大を目指す新たな
農業の担い手となる農地所有適格法人等が、賃
貸借により耕作面積を拡大した際に、農地の賃
借料の一部を補助し、支援する。

会年職
員等

0人

実績 5,000㎡ 28,701㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①３法人

②15,948㎡

R5目標

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理

5,000㎡



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

700千円

R5予算現額

1,226千円

R4正規職員人件
費

0.14 人

1,120千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.14 人 評価者

～ 1,131千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

21,150千円

R5予算現額

21,150千円

R4正規職員人件
費

0.35 人

2,801千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.48 人 評価者

～ 3,879千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

900千円

R5予算現額

900千円

R4正規職員人件
費

0.23 人

1,840千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.23 人 評価者

～ 1,859千円 農業振興課長　前田　亘一

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

農地の確保が難しい新規就農
者への支援を積極的に展開
し、必要な借受面積を確保し
たことにより、今後の農業の
発展に寄与するものであると
考えられる。

R5年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 548千円

①農業機械の導入

②新規就農者の農地面積拡
大

新規就農者の規模拡大面積

0人

R6目標

H27

8 働きがいも経済成長も

所沢市新規就農円滑化推進事業費補助金交付要綱 861千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

農業従事者の高齢化や後継者が不足する中で、
農業の担い手となる新規就農者に対し、農業経
営の早期安定化のため、農業用機械の導入費用
の一部や借り受ける農地の賃借料の一部を補助
し、支援する。

会年職
員等

0人

実績 5,000㎡ 43,093㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①２件

②69,369㎡（補助額
360,700円）

R5目標 R5実績 新規就農者を増やすために、毎年実施
している就農相談会や、通年行ってい
る就農相談の内容等をさらに充実さ
せ、相談者が就農したいと思える環境
づくりを進めながら、農業者の経営規
模拡大を支援する。国、市の補助金を
利用し、大規模で効率的な農業を目指
せるようアドバイスを行っていく。

R5その他職員従
事割合

5,000㎡ 26,087㎡

農業後継者不足の解消
農地の遊休化の未然防止
農地の適正管理会年職

員等
5,000㎡

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

新規に就農してから3年目までの新規就農者が、該
当する年度中に新規に借り受ける予定の農地面積
（賃貸借+使用貸借で、更新面積は含めない）を目
標として設定した。

新規就農者の意欲と今後の発展を見込
み、面積の広いまとまりのある農地を
農業委員会と連携し、積極的に紹介で
きるように情報収集を行ったことか
ら、まとまった借受地が増えている。

新規就農円滑化推
進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

成果指標の達成度を評価するにあた
り、現状の項目では十分に評価できな
いと感じるため、調査内容と設定項目
を再検討する。地域農業の担い手とな
る認定農業者の経営改善を推進するた
め、引き続き農業者団体等に事業の周
知を行う。
より多くの農業者が事業を活用できる
よう、予算の増額も検討していく。

R5その他職員従
事割合

21件 21件

令和３年度に行った補助事業
について、導入２年後の調査
を行ったところ、すべての経
営体から経営改善の回答があ
り、認定農業者の経営を改善
する上でも有効な事業と考え
られる。
また、令和３年度に新設した
施設修繕について、令和５年
度は２件の利用があった。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H20

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 19,348千円

①施設整備

②機械整備

③施設修繕

機械・施設導入等によって経営が改善した経
営体数

導入２年後の調査で、所得向上や労働時間短縮、
安定生産など経営が改善したと回答した経営体の
数を指標とする。
目標値は、２年前の補助件数(施設修繕除く)とす
る。

経営改善状況調査について、調査票の
ほか、購入した機械の前で日付を書い
た紙を持ち、撮影した写真の提出を求
め事務の簡素化を図った。

認定農業者等経営
改善推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

所沢市認定農業者等経営改善推進事業補助金交付要綱 20,132千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう

認定農業者が、農業経営を改善するための機械
や施設整備に対して補助事業を実施する。
①気象条件等に左右されずに農産物の生産に寄
与する施設②農作業の省力化、効率化が図れる
機械や施設③環境にやさしい資源循環型農業に
資する機械や施設④災害、盗難等の影響による
施設の修繕に対して、予算の範囲内において１
事業主体あたり総事業費の１／２以内で施設整
備は１８０万円、機械整備は１３５万円、施設
修繕は５０万円を限度として補助する。

会年職
員等

0人

実績 14件 14件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1件

②24件

③2件

R5目標

農業経営の改善により、安
定した農作物の供給に寄与
した

20件

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

目標は達成できなかったが、
引き続き、協会員からの薬剤
等の要望を募り、必要な資材
を届け、家畜防疫対策に寄与
した。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 707千円

①豚丹毒(生)予防事業

②乳牛検査事業

③豚熱予防接種

実施頭数の合計

0人

R6目標

S62

2 飢餓をゼロに
家畜伝染病予防法、所沢市家畜防疫対策事業補助金交付要
綱 689千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

家畜への定期的なワクチン接種と検査を実施
し、家畜伝染病の発生防止を図る。また、薬剤
等の共同購入により、臭気及び害虫等による周
辺地域での環境問題の発生防止を図る。
事業主体の申請に基づき、家畜伝染病の予防接
種並びに検査、環境汚染問題を回避するため
に、必要な薬剤の購入等経費の一部を補助す
る。

会年職
員等

0人

実績 2,080頭 1,775頭

養豚農家におけるワクチン接種計画におい
て、予防接種の需要が少なかったことから、
接種（豚丹毒及び豚熱）件数が減少したた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①541頭

②18頭

③771頭

R5目標 R5実績

家畜防疫事業に対する補助を継続し、
引き続き家畜伝染病等を防除していく
とともに、環境問題の発生防止の支援
に努めていく。

R5その他職員従
事割合

2,080頭 1,330頭

家畜伝染病の予防による食
料の安定供給の確保会年職

員等
2,080頭

家畜伝染病及び周辺環境問題の発生防止を図るこ
とを目的としているため、予防接種の実施頭数を
指標としている。目標値としては、家畜（牛・
豚）飼育頭数と事業主体からの申請を基に、申請
予想頭数を指標とした。

幸いにも豚丹毒や豚熱といった伝染病
の発生がなく、予防接種の実績は目標
に達しない状況ではあるが、発生した
場合の影響は重大であるため、県通知
をもとにR4年度に増して周知を徹底し
た。

家畜防疫対策事業補
助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,620千円

R5予算現額

1,620千円

R4正規職員人件
費

0.10 人

800千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.14 人 評価者

～ 1,131千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

93千円

R5予算現額

95千円

R4正規職員人件
費

0.16 人

1,280千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.16 人 評価者

～ 1,293千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

530千円

R5予算現額

530千円

R4正規職員人件
費

0.13 人

1,040千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.12 人 評価者

～ 970千円 農業振興課長　前田　亘一

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

引き続き、関係機関と情報共有・調整
を図りながら、環境負荷の少ない薬剤
等を補助対象に加えるなどの見直しを
行いながら、事業を運営していく。

R5その他職員従
事割合

500戸 443戸

病害虫防除に関する情報や薬
剤の適切使用について、必要
な情報発信を行った。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S63

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 1,620千円

①補助実施戸数

薬剤購入費の補助を受けた農家戸数

病害虫防除のための薬剤を購入した農業者への支
援であるため、薬剤補助を受けた農家戸数を指標
としている。目標値としては、事業主体からの申
請に基づき実施するため、申請見込の農家戸数と
している。

補助対象の薬剤について、環境負荷の
少ない薬剤を追加し、利用の状況を伺
うこととした。

病害虫防除対策事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

2 飢餓をゼロに

所沢市病害虫防除対策事業補助金交付要綱 1,620千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

安定した農業生産と農産物の品質の向上を確保
する。
土壌病害虫、根腐病、野菜へのコガネムシ、茶
の葉巻虫、カンザワハダニ等を防除するための
薬剤の購入に要する経費の３０％を限度とし
て、予算の範囲内で補助する。

会年職
員等

0人

実績 500戸 445戸

執行率が100％となってる事業のため、令和4
年度の実績値に近い500戸を目標値としたが価
格高騰も影響し、目標値に届かなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①443戸

R5目標

薬剤の適切な使用により、
安定的な食料供給に貢献

443戸

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

目標は未達成だが、講演会で
は質問がでるなど、一部の参
加者の反応が良好であり、資
材、燃料の高騰の中、農業経
営改善に意識がある農業者も
一定数いると思われる。今後
も農業経営改善に向けて継続
していく。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 70千円

①講演会の開催

認定農業者等講演会における認定農業者の参
加人数

0人

R6目標

H8

8 働きがいも経済成長も

農業経営基盤強化促進法 71千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう

認定農業者制度は、「農業経営基盤の強化の促
進に関する基本的な構想」に示された農業経営
の目標の達成に向けた「経営改善計画」の認定
を受けた認定農業者が計画を実現するための方
策に対して、重点的に支援措置を講じるもの。

会年職
員等

0人

実績 50人 28名 所沢市農業後継者協議会、所沢市4Hクラブ、
新規就農者、認定農業者、参入法人、農業祭
表彰式出席者、合計344名へ通知を発送した
が、出席率が低かった。R5年度は「データか
ら考える農業経営」をテーマに開催し、近年
は「儲かる農業」、「インターネットを活用
した販路拡大」をテーマにしており、農業経
営に着目したテーマを設定している。今後も
農業経営改善のため経営や販売などについて
着目し、経営改善への意識向上につながるよ
うに継続していく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１回

R5目標 R5実績

農業者の経営改善に資する最新情報や
農業者が欲する知識など広く情報を収
集し、これらの知見を農業者に発信す
ることで意義ある講演会にするよう努
めていく。

R5その他職員従
事割合

50人 22名

農業者の意欲向上。
会年職
員等

50人

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

認定農業者の経営改善に向けた意欲向上を目的と
した講演会であるため、講演会に参加した認定農
業者等の参加人数を指標としている。

R5年度は「データから考える農業経
営」をテーマとし、各農業者の身近に
抱える問題に近いテーマを選定してい
る。基礎的な内容から講演があり、所
得の増加や安定的な経営を目指すきっ
かけになったと思われる。

認定農業者育成事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

受入農家からは、農業サポーターの増
員を求める声が多く届いていることか
ら、積極的に同事業をPRすることで、
農業サポータの増員を推進していく。

R5その他職員従
事割合

30人 27人

目標には達しなかったが、若
手農業者団体の主体性が発揮
でき、イベント自体の参加希
望者が従来よりも多く集まっ
たことから、今後の事業運営
にとって有益な内容も多く
あった。
また、農業サポーターの募集
について、フライヤーを作成
し、市民向けの通知等で周知
を行うことで、次年度のサ
ポーター増員に向けた足がか
りを作ることができたため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S58

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 530千円

①研修・交流会、イベント
開催数

②農業サポーター人数

研修、交流会、イベントへの参加人数

生産者同士だけでなく、市民などの消費者との交
流をする機会を増やすことで、生産者や農作物と
ふれあい、農業に対する理解と関心を深めてもら
うことができるため、交流会等の参加者数を指標
とする。

・農業サポーターチラシのリニューア
ル
・結婚祝金や就農祝金について、各団
体へ周知することで、利用者の増加に
つなげた。

農業後継者育成確
保推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も
所沢市農業振興総合対策要綱
農業後継者育成確保推進事業実施要領 530千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

次代を担う優れた農業後継者及び担い手確保を
目的に、所沢市農業後継者対策連絡会の事業の
一環として、市内農家へのボランティアによる
援農活動を中心とした農業サポーター制度、農
産物収穫体験、農業後継者に対する結婚活動イ
ベントなどを実施している。

会年職
員等

0人

実績 30人 35人

昨年度は、交流会の開催について、若手農業
者団体に主体的に開催していただいた。申込
段階では、31人が参加する予定であったが、
当日のキャンセル等により、目標人数を下
回ってしまった。
また、例年2回程度開催していたところ、1回
しか開催できなかったことも要因といえる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1回

②18人

R5目標

農業後継者を育成等する
ことにより、安定的な食
糧供給に貢献。

30人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

229千円

R5予算現額

246千円

R4正規職員人件
費

0.23 人

1,840千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.23 人 評価者

～ 1,859千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

550千円

R5予算現額

550千円

R4正規職員人件
費

0.21 人

1,680千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.22 人 評価者

～ 1,778千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

R4予算現額

131千円

R5予算現額

131千円

R4正規職員人件
費

0.65 人

5,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.67 人 評価者

～ 5,414千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

523
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

連携の一環として、所沢市農
業委員会委員、所沢市産業振
興ビジョン推進会議委員、所
沢市人・農地プラン策定検討
会委員など各種委員の立場に
より、同学の知見を提供いた
だいているとともに、特産物
のサトイモの点滴灌漑実証実
験を市内圃場で行っており、
最新技術による収量増、省力
化の取り組みを研究し、農業
者へ知的資源の還元をしてい
るところである。また、イベ
ントや講習会を通じて、市民
にも大学の知的資源を還元し
ているところである。

R5年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 189千円

①イベント等実施回数

②委員等委嘱数

連携・取組みの実施回数

0人

R6目標

H25

4 質の高い教育をみんな
に

‐ 176千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

国立大学法人東京農工大学の持つ知的資源を活
用して、都市農業の重要性を再認識し、農業の
担い手の育成・確保や将来の農業経営にかかる
問題解決に取り組むとともに、市民に対して
は、家庭菜園教室などを通じて「農のあるまち
づくり」の推進を図る。また、東京農工大学と
本市の若手農業者や先進農家の交流を促すこと
により、農業振興を図る。

会年職
員等

0人

実績 ７回 １２回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１２回

②３種

R5目標 R5実績

東京農工大学が持つ知的資源を、本市
の農業生産技術の向上に有効に活用で
きていないため、より実践的な検証実
験を通じて、市民、各農業者へ展開で
きる手法等を検討していく。

R5その他職員従
事割合

１２回 １４回
・農業生産性の向上
・大学の学生に研究フィー
ルドを提供
・大学の知的資源を農業
者、市民に還元

会年職
員等

１２回

523

農業
委員
会事
務局

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

今後も連携を継続していくため、官学連携協定に
基づき実施している、研修や交流会、イベントの
取組回数を指標とした。
令和４年度から「農のあるまちづくり」の推進を
目的とし、東京農工大学の名誉教授を講師とした
市民向け家庭菜園教室の実施回数を増やしたた
め、令和6年度も前年度実績と同様とする。

令和５年度においては、市民向け講習
会の内容を一部変更し、市民がより身
近に農にふれあえる内容とし、大学の
知的資源を市民に還元している。ま
た、サトイモ点滴灌漑実証実験を、R4
年度から大幅に増やし、実験から実際
の生産ベースで検証実験を行った。

大学との交流によ
る都市農業振興事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

周知すべき内容を適時掲載できるよう
に努め、より一層読み手が興味を持て
る情報紙を作成していく。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

毎年、成果指標の目標を達成
し、目的とする情報提供は果
たしている。
次年度以降も引き続き事業を
継続し、広報の役割を果たせ
るように努める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S53

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 347千円

①発行回数

②配布戸数

配布率（％）
（配布戸数÷対象農家戸数）

市内農業者への情報提供が目的であることから配
布率を指標とし、農地所有者及び耕作者への配布
を目標とする。

情報を効果的に伝えるため、文字情報
に加え、表組・写真等を配置し、読み
やすい紙面構成に努めた。また、新規
就農者に取材を行うなど、農業者の関
心が高いと思われる事柄についての記
事を掲載するよう努めた。

「農委だより」発
行事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

農業委員会等に関する法律 481千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

農業委員会の活動業務や農業全般についての情報を広
く農地所有者及び耕作者に周知するもの。
【内容】
・営農面積が10ア－ル以上の農地所有者及び耕作者に
対し、Ａ4版4ページ構成の情報紙を年2回発行する。
・農業委員会の活動や農業者に提供すべき情報、農業
振興課等の農業に関する事業や周知すべき事項を掲
載。
・市ホームページに掲載するとともに市内ＪＡいるま
野各支店やまちづくりセンターに配架する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2回

②1回目2,355戸
　2回目2,364戸

R5目標

農業者に役立つ情報を発信
した。

100.0%

523

農業
委員
会事
務局

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

毎年、成果指標の目標を達成
し、遊休農地は概ね是正され
ている。
次年度以降も引き続き事業を
継続し、より一層遊休農地の
発生防止・解消に努める。

R5年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

優先 法定受託事務 156千円

①遊休農地調査面積

②是正面積

是正率（％）
（是正面積÷遊休農地調査面積）

0人

R6目標

H11

農地法 151千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内農地の利用状況を調査し、把握した遊休農
地の是正指導を行うもの。
【内容】
・夏季に農地の利用状況調査を実施
・調査の結果、遊休化または遊休化するおそれ
があると判断した農地の所有者等に対して、除
草や耕作再開等の是正指導を行う。
・遊休農地の発生を防止するため、所沢市農地
サポート事業による農地の売買や貸借を促進
し、新たな担い手への流動化を図る。

会年職
員等

0人

実績 80.0% 83.4%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,136,438㎡

②939,669㎡

R5目標 R5実績

農業者の高齢化や後継者不足等によ
り、遊休農地は増加傾向にあるため、
是正指導を強化するとともに、新たな
担い手への利用集積を図るなど、農地
の有効活用に努める。

R5その他職員従
事割合

80.0% 82.7%

現地調査及び是正指導を実
施し、耕作再開を促した。会年職

員等
80.0%

遊休農地の是正が目的であることから、是正率を
指標とする。
前年度以上の是正率を目標とする。

遊休農地になりやすい傾向がある市外
所有者に、調査の実施前に通知を送付
し、維持管理を促した。

農地利用状況調
査・遊休農地指導
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.11 人

880千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.15 人 評価者

～ 1,212千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

R4予算現額

2,925千円

R5予算現額

2,588千円

R4正規職員人件
費

0.48 人

3,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.53 人 評価者

～ 4,283千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

R4予算現額

15,000千円

R5予算現額

200千円

R4正規職員人件
費

0.66 人

5,281千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.39 人 評価者

～ 3,152千円 商業観光課長　古田　晃一

所沢が持つ、航空発祥の地
という固有の歴史を伝え、
観光資源としての魅力をさ
らに磨き上げていく。

期間
会年職
員等

0.15人

R6目標

R4 1,000人

11 住み続けられるまち
づくりを

- 自治事務 14,996千円
①短編映画の上映会・講演
会の開催

②上映会開催によるPR（上
映会参加者）

視聴者数
映画を視聴していただくことで、航空発祥の地・
所沢の認知が増えるとともにフランスとの関係性
が伝播していくと考える。 市内関係施設、他市町村の図書館や映

像館へPR活動をおこなった。

「フランス航空教
育団と日仏交流」
次の１００年事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 147千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本事業は、日本で初めてできた飛行場跡地に整備され
ている「所沢航空記念公園」を観光資源として、さら
に魅力を高めるため、「短編映画の製作と発信」等に
よる磨き上げを行うことで、アフターコロナを見据え
た市内のマイクロツーリズムを推進するとともに、フ
ランス航空教育団を通じた日仏交流の更なる推進を図
るものである。
取組としては次のとおりである。
・フランス航空教育団など、所沢航空記念公園にまつ
わる歴史を伝える短編映画の製作
・上記映画による「航空発祥の地 所沢」を子供たち
を中心に広く発信

会年職
員等

0.25人

実績 150人 130人

集計できなかった上映会などもあったため。
次年度以降貸出の際に集計のお願いや、小学
校での上映状況の把握を行っていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①１回開催

②942名

R5目標 R5実績

更なる視聴者数の増加のため、周知方
法をさらに検討を進め、実行してい
く。

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

短編映画を活用した航空発祥
の地のPRとフランス航空教育
団から始まるフランスとの交
流を深めるため、在日フラン
ス商工会議所副会頭などを歴
任されたクリスチャン・ポ
ラック氏を講師に迎えた、短
編映画上映会・講演会を実施
することができた。視聴者数
は目標人数にわずかに届かな
かったものの、おおむね目的
を達成できたものと考えられ
る。

R5年度に改善した点

R5その他職員従
事割合

1,000人 942人

523

農業
委員
会事
務局

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

農業委員・農地利用最適化推進委員と
連携して流動化を進めるとともに、近
隣市町の農業委員会とも連携しなが
ら、農地の流動化を図る。

R5その他職員従
事割合

20,000㎡ 66,846㎡

成果指標の目標を達成し、目
的とする農地の流動化は果た
している。
次年度以降も引き続き事業を
継続し、より一層農地の流動
化に努める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H22

2 飢餓をゼロに

優先 自治事務 0千円

①売買および貸借成立件数

②利用集積農地面積

利用集積農地面積（㎡）

農地の利用集積が目的であることから、利用集積
された農地面積を指標とする。
農地の売り渡し・貸し付け希望に対して、買い受
け・借り受け希望が少ないことを考慮した目標値
とする。

主に新規就農者へ農地の貸付情報を提
供するとともに、農業委員・農地利用
最適化推進委員により出し手と受け手
の利用調整を図った。

所沢市農地サポー
ト事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市農地サポート事業実施要綱 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

年々進む高齢化や後継者不足等により、農業従
事者が減少していくなか、遊休化または遊休化
するおそれのある農地の農業上の利用を確保す
るため、農業経営規模の縮小意向の農業者と拡
大意向の農業者を取り次ぐことにより、農地の
有効活用と流動化を図る。
【内容】
・農業経営規模の縮小意向の農業者から売買や
貸借を希望する農地情報を把握し、拡大意向の
農業者に情報提供を実施する。

会年職
員等

0人

実績 20,000㎡ 27,859.81㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①21件

②66,846㎡

R5目標

農地を必要とする担い手に
あっせんした。

20,000㎡

523

農業
委員
会事
務局

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

毎年、成果指標の目標を達成
し、目的とする農地基本台帳
の情報整備は果たしている。
次年度以降も引き続き事業を
継続し、農地情報を適正に管
理する。

R5年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

優先 法定受託事務 1,627千円

①農地等情報移動発生筆数

②入力筆数

農地基本台帳システムへの農地等情報移動筆
数の入力割合（％）
（入力筆数÷農地等情報移動発生筆数）

0人

R6目標

H27

11 住み続けられるまち
づくりを

農業委員会等に関する法律 2,211千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

一筆ごとの農地情報を整理し、電子化した農地
基本台帳の管理運用を行う。
【内容】
・農地基本台帳及び農地地図情報システムを導
入し、市内の農地情報の管理を行う。
・農地の権利移動や農地転用等の情報を随時入
力し、最新の状態に更新する。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①18,412件

②18,412件

R5目標 R5実績

全国規模で導入された農地基本台帳シ
ステムは現在稼働中のシステムと機能
が大きく異なるため、現行システムと
並行稼働し、農地情報を引き続き適正
に管理していく必要がある。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

農地情報を一筆ごとに整理
し、最新の状態に更新し
た。会年職

員等
100.0%

農地情報の整備が目的であることから、情報の入
力割合を指標とし、100％の入力を目標とする。 将来に向けての営農意向を調査・整理

し、農地の流動化に活用した。

農地基本台帳情報
整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

119,161千円

R5予算現額

117,749千円

R4正規職員人件
費

0.82 人

6,562千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.32 人 評価者

～ 10,667千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

66,270千円

R5予算現額

65,186千円

R4正規職員人件
費

0.68 人

5,441千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.38 人 評価者

～ 3,071千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

6,250千円

R5予算現額

6,250千円

R4正規職員人件
費

0.48 人

3,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.29 人 評価者

～ 2,343千円 商業観光課長　古田　晃一

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

前年度に比べ特産品販売売上等が下
がってしまった。令和6年度は、館内の
レイアウト及びカフェメニューの見直
しを行い、新たな顧客獲得に繋がるよ
うな取り組みを実施する。

R5その他職員従
事割合

150.0% 153.2%

特産品等販売売上、駐車料金
収入等昨年度を下回る収入と
なったが、目標を達成するこ
とができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.08人

R6目標

H29

8 働きがいも経済成長も

最優先 自治事務 111,797千円

①来館者数

②駐車料金収入

③特産品販売総売上

管理委託料に対する収入割合
管理委託料に見合った販売収入及び自主事業収
入・使用料等が収入として入っているか。

市民フェスティバル等の市内イベント
だけでなく、市外イベントにも出店を
行い所沢市観光情報・物産館の認知度
向上に努めた。
また、カフェメニューの見直しも行っ
た。

「所沢市観光情
報・物産館」活用
事業（COOL JAPAN
FOREST構想事業）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう地方自治法、民間資金等の活用による公共施設等の整備等
の推進に関する法律、所沢市観光情報・物産館条例 112,553千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

令和3年5月29日に開館した所沢市観光情報・物
産館を、本市の観光資源や特産物等の魅力発信
拠点として運営し、効果的に活用していく。
具体的な取組み内容としては、指定管理者であ
る所沢まちづくり共同事業体とともに、適正か
つ円滑に所沢市観光情報・物産館の管理運営及
び活用を行っていく。

会年職
員等

0人

実績 100.0% 166.5%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①約17万人（推計値）

②12,801,305円

③82,812,324円

R5目標

特産品の販売、ＰＲを行っ
た。イベント時に所沢産野
菜の特設販売を行った。観
光情報を発信し、市内観光
業等の支援につながった。

200.0%

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値を若干下回ったが、総
合的に勘案すると市営駐車場
としての事業の目的を達成で
きたと考えられる。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 60,848千円

①寿町駐車場使用料収入

②寿町駐車場実績台数

③元町地下駐車場実績台数

寿町駐車場の管理委託料に対する使用料収入
の割合

0.08人

R6目標

S44

所沢市寿町駐車場条例、所沢市元町地下駐車場条例 61,369千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地元商店街への買い物客の利便性を高め、商店
街振興を図ることを目的とする。寿町駐車場及
び元町地下駐車場の２ヶ所を対象とする。

会年職
員等

0.10人

実績 112.8% 117.9%

人件費や物価高騰による管理委託料の増額、
また令和4年度は工事車両等による需要があっ
たため大幅に使用料が増加したが、令和5年度
は例年と同程度の使用料収入となったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①8,373,660円

②53,629台

③80,681台

R5目標 R5実績

地元商店街利用者の利便性を確保する
ため、安定的な駐車場の提供が必要で
ある。また、老朽化した東川護岸の改
修等寿町駐車場の整備事業を実施す
る。

R5その他職員従
事割合

112.8% 92.7%

駐車場の安定的な管理運営
により、地元商店街利用者
の利便性を確保している。会年職

員等
100.0%

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

管理委託料に見合った使用料が収入として入って
いるか。 駐車場内の老朽化したフェンスやブ

ロックを修繕するなど、利用者の安全
確保に努めた。

市営駐車場管理事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

地元商店街やボランティアの高齢化が
進み、事業の中心となる担い手が不足
している。

R5その他職員従
事割合

46,900人 36,034人

来場者数及びイベントへの参
加者数が目標値を下回ったた
め。一方で、各種イベントや
展示の実施により事業の目的
は達成できたと考えられる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H16

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 6,250千円

①自主事業開催回数

②貸しスペース使用料収入

来場者数及び参加者数
新型コロナウイルスの影響を加味せず設定した令
和2年度の目標値とする。

コロナ禍で行っていなかった職員ボラ
ンティアの募集を再開し、各種イベン
トに所属や年齢に囚われず多くの市職
員が参加した。

中心市街地商業活
性化事業（野老澤
町造商店負担金）

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市中心市街地活性化拠点施設運営要綱 6,250千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

商業の振興や来街者の増加を図り、中心市街地
全体の活性化を目指す。当施設は、市民の交流
の場・情報発信の拠点として各種の展示のほ
か、中心市街地でのイベントの開催も行ってい
る。
【中心市街地活性化拠点施設運営事業として、
施設の賃借料、光熱水費を所沢商工会議所と分
担　（所沢商工会議所負担分：1,250千円)】

会年職
員等

0.05人

実績 23,450人 25,360人

イベントの来場者数がコロナ禍前より減少し
たため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①7回

②120,000円

R5目標

中心市街地のにぎわいづく
りに貢献している。

46,900人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

4,000千円

R5予算現額

4,000千円

R4正規職員人件
費

0.98 人

7,842千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.02 人 評価者

～ 8,243千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

210千円

R5予算現額

210千円

R4正規職員人件
費

0.31 人

2,481千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.11 人 評価者

～ 889千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

33,899千円

R5予算現額

30,000千円

R4正規職員人件
費

0.98 人

7,842千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.69 人 評価者

～ 5,576千円 商業観光課長　古田　晃一

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

縮小開催した令和4年度より来
場者数が増え、例年とほぼ同
規模のまつりを開催できたた
め。「安心安全で持続な可能
なまつり」を重点目的とし、
事故なく開催することができ
た。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 4,000千円

①人出

②パレード参加団体

人出

0.25人

R6目標

S63

11 住み続けられるまち
づくりを

- 4,000千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢の歴史と文化を後世に伝え、人と人のつな
がりや、商店街の活性化を始め、経済効果を生
むところざわまつりの開催の支援を目的とす
る。実行委員会に対し、開催費を商工会議所と
分担金として負担するとともに、山車運営委員
会、イベント運営委員会の事務局を担当。

会年職
員等

0.55人

実績 220,000人 180,000人

一部イベントの中止や、開催時間がコロナ禍
以前より1時間短縮していることによるものと
考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①200,000人

②0団体

R5目標 R5実績

令和6年9月に所沢駅西口に「エミテラ
ス所沢」が開業を予定しているなど、
更なる賑わいが想定されるため、警察
等の関係機関・団体と協議し交通対策
を実施する必要がある。

R5その他職員従
事割合

220,000人 200,000人
市内外からの来場者による
地域活性化により、持続可
能なまちづくりに貢献でき
る。

会年職
員等

220,000人

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

ところざわまつりに訪れる人出の実績
直近で全面開催したH30の実績とした。

コロナ禍以降中止となっていた一部イ
ベントを復活させ、より多くの市民・
団体がまつりに参加することができ
た。

ところざわまつり
支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

商店街の減少に歯止めをかけるため、
活性化に向けた取り組みを検討・実施
していく。

R5その他職員従
事割合

1,190事業者 1,190事業者

所沢市商店街連合会は、市内
の多くの商店街が加入し、商
店街の振興にとって重要な組
織である。商店街振興を図る
ため、引き続き同会を支援し
ていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.01人

R6目標

S59

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 210千円

①会員数

②所沢商店街連合会総事業
費

商店街連合会加盟商店街の会員数

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支援
することを目的としていることから、商店街連合
会加盟商店街の会員数としている。目標値は前年
実績。

国・県が実施する事業について、メー
ルにより迅速に情報提供を行った。

所沢商店街連合会
補助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市商工団体補助金交付要綱 210千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内の商店街等で構成される商店街連合会を支
援することにより、本市の商業振興を図るもの
である。

会年職
員等

0.01人

実績 1,190事業者 1,190事業者

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1,190事業者

②12,426,751円

R5目標

商店街連合会を通して各商
店街に関わる情報の提供を
行った。

1,190事業者

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

商店街の会員数は後継者の不
足に加え、商店街エリアに新
規出店した店が商店街に加入
しないことなどにより減少傾
向にある。
補助金交付業務については効
率的な事務運営を行ってお
り、今後も同様の効果をあげ
ていきたい。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 21,190千円

①補助事業件数

②補助金交付額

商店街加盟店舗数

0.30人

R6目標

S57

所沢市魅力ある商店街創出支援事業補助金交付要綱 19,801千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内の商店街の振興と活性化を目的とし、補助
金交付を行う。
・共同施設整備事業　補助率：1/3以内
・共同事業　補助率：事業内容により1/2、
2/5、1/3以内
・街路灯電気料　補助率：1/2（千円未満切り捨
て）

会年職
員等

0.30人

実績
1327店舗（加盟店舗
数

1325店舗（加盟店
舗数）

後継者不足や商店街未加入者の増加の影響等
により各商店街の会員数が減少しているた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①113件

②19,801,000円

R5目標 R5実績

商店街は、地域の賑わいの拠点である
とともに、地域住民の重要な社会資源
である。引き続き、市の補助制度が商
店街の活力の向上に資するよう、魅力
ある商店街づくりの支援を行ってい
く。

R5その他職員従
事割合

1325店舗（加盟店舗
数）

1318店舗（加盟店
舗数） 各商店街の魅力ある商店

街づくりに繋がる事業に
対して補助制度を通して
支援した。

会年職
員等 1318店舗（加盟店舗

数）

令和元年度以降は、商店街加盟店舗数を評価指標
とし、既存店舗の支援及び空き店舗の解消を進め
る。

新型コロナウイルスを経て、商店街運
営の在り方も変化する中、補助金の適
切な申請をするよう周知をした。

魅力ある商店街創
出支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

2,400千円

R5予算現額

2,400千円

R4正規職員人件
費

0.36 人

2,881千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.37 人 評価者

～ 2,990千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

10,331千円

R5予算現額

10,200千円

R4正規職員人件
費

0.73 人

5,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.44 人 評価者

～ 3,556千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

90千円

R5予算現額

60千円

R4正規職員人件
費

0.16 人

1,280千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.24 人 評価者

～ 1,939千円 商業観光課長　古田　晃一

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

商店街で新規創業する人が継続して現
れるよう、ニーズに応じた事業内容を
検討する。

R5その他職員従
事割合

2店舗 2店舗

当該事業は年々周知されてお
り、相談件数も増加傾向にあ
る。引き続き事業を実施して
いきたい。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H24

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 1,863千円

①本補助金活用店舗数
本補助金活用店舗数 予算額2,400千円（1事業限度1200千円×2店舗）

より分かりやすい周知となるよう、チ
ラシの内容を見直した。

空き店舗活用・新
規創業支援出店補
助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市空き店舗活用・新規創業支援出店補助金交付要綱 2,200千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

新規創業者を支援して商業や商店街等の活性化
を図るため、空き店舗の活用事業を始める者
に、事業開始に必要な初期経費について補助す
る。
市内商店街の空き店舗を利用し、にぎわいを創
出する出店者を募集し、補助金を交付する。
・補助金額　　経費の1/3以内（限度額120万
円）

会年職
員等

0.01人

実績 2店舗 2店舗

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2店舗

R5目標

本事業を通して、空き店舗
を解消し商店街の活性化に
貢献した。

2店舗

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

既存の観光資源の魅力を高め
る取り組みや、新たな観光資
源の創出・発掘の取組みを積
極的に行った。
引き続き多くの方に所沢市を
訪れ、楽しんでもらえるよう
に関係機関とも連携しなが
ら、所沢市の魅力向上に努め
ていく。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 9,980千円

①トイレ清掃回数（狭山
湖・トトロの森観光トイ
レ）

②桜並木ライトアップ日数

③狭山湖利用駐車場利用台
数

観光入込客数

0人

R6目標

H7

11 住み続けられるまち
づくりを

観光立国推進基本法 9,986千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内の観光スポットの魅力を維持し、より発展
させると共に、観光客の利便性を高めることを
目的としている。具体的内容は次のとおり。
・狭山湖駐車場修繕
・航空記念公園展示用輸送機維持管理
・東川桜並木ライトアップ

会年職
員等

0人

実績 7,200,000人 7,445,732人

R4について目標達成済。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①409回

②14日

③61,219台

R5目標 R5実績

平成29年度に設置したトトロの森観光
トイレ（仮設トイレ）の交換が必要で
ある。

R5その他職員従
事割合

7,500,000人 集計中

各観光資源の魅力向上に努
めた。会年職

員等
7,800,000人

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R5実績

平成30年度から目標値を見直した。令和2年度まで
は660万人としてその後は、毎年30万人増加を目指
す。 狭山湖第一駐車場観光トイレ手洗い設

備の修繕等観光拠点の整備を行った。

観光拠点の整備・
充実事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

多くの方に狭山丘陵を訪れ、楽しんで
もらえるように関係機関とも連携しな
がら、狭山丘陵の魅力向上に努めてい
くとともに、今後の発信の仕方につい
て協議を進める。

R5その他職員従
事割合

6件 2件

イベント参加回数は減少して
いるが、引き続き狭山丘陵の
魅了発信に努める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H30

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 0千円

①共同事業への参加回数
狭山丘陵関連プロモーション件数

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入間
市、瑞穂町の5市1町等で共同した狭山丘陵全体の
魅力発信のための事業への参加や情報発信等の件
数とした。

R4も参加した「さやまKIDSDAY」の情報
発信を当課SNSを活用してPRした。

狭山丘陵の魅力の
発掘・向上事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 12 つくる責任　つかう

責任
観光立国推進基本法 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

武蔵村山市、東村山市、東大和市、所沢市、入
間市、瑞穂町の5市１町で共同して狭山丘陵全体
の魅力発信のための事業を行う。

会年職
員等

0人

実績 6件 5件

狭山丘陵観光関連団体でのイベント実施が縮
小しているため、未達成となっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1回

R5目標

狭山丘陵全体の魅力発信が
県をまたいで実施された場
合には、市内外からの来場
者による地域活性化によ
り、持続可能なまちづくり
に貢献できる。6件



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

1,600千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.36 人 評価者

～ 2,909千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

0千円

R5予算現額

7,800千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.73 人 評価者

～ 5,899千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

0千円

R5予算現額

5,500千円

R4正規職員人件
費

0.00 人

0千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.29 人 評価者

～ 2,343千円 商業観光課長　古田　晃一

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標件数には達したが、満額
には達しなかったため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
最優先 自治事務 0千円

①補助事業件数

②補助金交付金額

本補助金活用件数

0人

R6目標

R5

にぎわいトコロ創出支援事業補助金交付要綱 1,513千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　本事業は地域の特性を生かした人を中心にし
たにぎわい拠点の創出、活性化に向けた事業を
行うものに対し、事業費の一部を補助するもの
である。
　市内のさまざまな観光拠点を繋ぐ公共交通等
の利用を推進することで、マイカー移動では生
まれなかった街中から市内全域に広がる新たな
人流を作り、そこから発生する出会いやにぎわ
いによってまちの魅力向上を図る。

会年職
員等

0人

実績 - -

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①8件

②1,513,000円

R5目標 R5実績

更なるにぎわい拠点の充実のため広く
PR活動を行っていく。

R5その他職員従
事割合

8件 8件

まちなかに更なるにぎわい
の創出することができた。会年職

員等
10件

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

予算額2,000千円
(1事業限度額200千円×10件) 補助金審査委員会の指摘を受けて補助

に対して回数の上限や条件を設定する
こととし要綱を改訂した。

にぎわいトコロ創
出支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

道標設置が観光客増加につながること
を検証する方法がないため、今後は何
らかの方法を考案する必要がある。

R5その他職員従
事割合

7,500,000人 集計中

No.4東川さくらおさんぽコー
ス（わき道コースを含む）に
道標を設置し、市内を歩きや
すく、歩きたくなるような環
境を整備することができた。
また、狭山ヶ丘駅西口の観光
案内板を多言語表示にするこ
とで、インバウンド対応を
行った。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.08人

R6目標

R5

11 住み続けられるまち
づくりを

最優先 自治事務 0千円

①道標設置コース数

②道標設置・更新数

観光入込客数
平成30年度から目標値を見直した。令和2年度まで
は660万人としてその後は、毎年30万人増加を目指
す。

道標にＱＲコードを表示し、スマート
フォンで読み取ることにより、市ＨＰ
のおさんぽコースや観光スポット紹介
ページとリンクさせ、歩きながら観光
情報を得られるようにした。

「まち」×「みど
り」のおさんぽ
コース道標等整備
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

観光立国推進基本法 7,100千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

　市内外からの観光客の増加を図るため、市内
の観光スポット等の場所や経路を示す道標や観
光案内板等を整備する。
　市内を歩きやすく、また、歩きたくなるよう
に、「まち」×「みどり」のおさんぽコース上
の道標やコース全体を示す観光案内板等を中心
とした整備を行い、一層の充実を図る。

会年職
員等

0人

実績 7,200,000人 7,445,732人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1コース
（本コース、わき道コー
ス）

②30基（本コース16基、わ
き道コース14基）

R5目標

市内外からの観光客増加に
より地域が活性化し、持続
可能なまちづくりに貢献で
きる。

7,800,000人

531
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

当事業を実施することで、利
用者の安全確保及び利便性向
上に寄与する。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 0千円

①設計委託料予算額

②設計委託料決算額

車椅子利用者用車室及び優先車室の設置

0.01人

R6目標

R5

所沢市寿町駐車場条例 5,170千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市寿町駐車場の東川護岸等の老朽化が著し
いため、整備を実施するもの。

令和5年度：設計
令和6年度：着工（渇水期の11月以降を予定）
令和7年度：竣工（5月頃を予定）

会年職
員等

0人

実績 － －

令和5年度は設計段階で、車椅子利用者用車室
及び優先車室の設置ができないため0車室と
なっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5,500,000円

②5,170,000円

R5目標 R5実績

車いす対応駐車ます、優先駐車ますを
新たに設置することで、利便性を向上
させる。

R5その他職員従
事割合

0車室 0車室

地元商店街利用者の利便性
を確保している。会年職

員等
2車室

障害のある方や要介護高齢者、妊産婦の方など歩
行が困難な方や移動の際に配慮が必要な方のため
の車室を確保し、利用者の利便性を確保するた
め。

利用者アンケートにより、「駐車ます
の幅員が狭く利用しづらい」という要
望が多く寄せられているため、駐車ま
すの幅員を広げる設計とした。

所沢市寿町駐車場
整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.47 人

3,761千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.25 人 評価者

～ 2,020千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

3,075千円

R5予算現額

2,928千円

R4正規職員人件
費

0.83 人

6,642千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.83 人 評価者

～ 6,707千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

500千円

R5予算現額

500千円

R4正規職員人件
費

0.55 人

4,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,041千円 商業観光課長　古田　晃一

532
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

シェアサイクルの利用者が大幅に増加
してきているため、効果的な場所への
ステーション増設が必要である。

R5その他職員従
事割合

20回 14回

他自治体と連携したイベント
等への参加回数を増やすこと
ができなかった。
また、シェアサイクルについ
てはステーション数及び利用
者数ともに年々増加してい
る。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.10人

R6目標

R2

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 0千円

①シェアサイクル利用者数

②シェアサイクルステー
ション数
③広域連携による観光プロ
モーション数

他自治体と連携したイベント等へ参加した回
数

観光客の回遊性を高めるためには、広域的な連携
による取り組みが効果的なため。 シェアサイクルについて、令和5年5月

の広報ところざわに特集を掲載するな
ど周知を図った。

観光客回遊性創出
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
- 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本市を訪れる観光客の市内及び近隣自治体への
回遊性を高めるため、市内の様々な魅力あるス
ポットをつなぐ方策について検討し、広域連携
の取組みを活かして回遊性の向上を図る。
具体的な取り組み内容
①シェアサイクルの導入
②広域連携による回遊性向上に向けた事業の検
討
　・埼玉県西部地域まちづくり協議会（ダイア
プラン）観光部会
　・西武線沿線サミット
　・狭山丘陵観光連携事業推進実行委員会

会年職
員等

0.23人

実績 24回 14回

新規のイベント開催が少なかったため、参加
回数を増やすことが出来なかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①29,641人

②85か所

③14回

R5目標

シェアサイクル活用により
移動手段の選択肢を増やす
ことで、住み続けられるま
ちづくりに貢献した。

14回

533
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

目標値に対して100％以上の成
果が出たため。

R5年度に改善した点
9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
優先 自治事務 2,821千円

①認定商品申請件数

②認定商品選定件数

③販売協力店舗数
　（認定者自店舗含む）

【～R4まで】
①認定商品の選定件数（H30～R4年）
②販売協力店舗数（H30～R4年）
【R5～】
所沢ブランド特産品のPR回数

0.45人

R6目標

H29

11 住み続けられるまち
づくりを

所沢ブランド特産品認定要綱 2,498千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

平成29年度より実施している本事業は、「とこ
ろざわサクラタウン」の完成や東京オリンピッ
ク・パラリンピック開催等の好機を見据え、所
沢を象徴する物産を訪日外国人客を含めた市内
外に販売できるよう、地場農産物等を活かした
特産品の創出を支援することを目的とする。
今後においても、地域経済の活性化や所沢ブラ
ンドの創造を図り、「所沢市まち・ひと・しご
と創生総合戦略」重点プロジェクトに位置付け
られた「COOL JAPAN FOREST構想」の推進に資し
ていくものである。

会年職
員等

0.45人

実績 ①5件 ②5店舗 ①5件 ②7店舗

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①9件

②2件

③2店舗

R5目標 R5実績
農商工連携推進事業と有機的に連動す
ることはもちろん、地域経済の循環、
雇用増加など、当事業の持つ効果を念
頭に置いて進めていくことが重要であ
る。また、認定品数が充実してきた段
階に入ったため、周知、宣伝、販促を
積極的に進めていく。

R5その他職員従
事割合

70回 80回
地域の魅力を有した商品の
高付加価値化が実現できる
とともに、シビックプライ
ドの醸成につながる。

会年職
員等

70回

533
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

令和5年度以降、販路支援に重点を置いた事業とし
ていくことから、販路支援策の一つである情報発
信の回数を目標値に設定した。

Instagramを活用した情報発信を積極的
に行うため、投稿テンプレートを作成
し、誰でも容易に情報発信ができるよ
うにした。

所沢ブランド特産
品推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

課題として市外の参加者が少ないこと
が挙げられるため、埼玉県健康経営実
践事業所への周知等を行い、課題解決
に取り組む。

R5その他職員従
事割合

25回 27回

月3回開催を予定し、夏季の
7・8月や、参加者がいない場
合、台風で中止した場合を除
き、27回開催し、目標の25回
を上回った。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.20人

R6目標

H31

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 500千円

①クアオルト健康ウオーキ
ングの実施回数

②参加人数

「クアオルト健康ウオーキング」実施回数

本事業は「クアオルト健康ウオーキング」を多く
の人に利用してもらい、健康づくりや産業・観光
振興、環境保全等の事業を推進することを目的と
する。

広報ところざわや公共施設など市内へ
の情報発信を積極的に行った。

ヘルスツーリズム
産業創出支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム協議会補助金交付要綱 500千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

埼玉県のヘルスツーリズム産業創出支援事業の
一環として、クアオルト健康ウオーキングを活
用した観光振興を実施するに当たり、関係団体
と構成する「埼玉県・所沢市ヘルスツーリズム
協議会」の運営が、円滑かつ効果的になされる
よう支援を行う。

会年職
員等

0.05人

実績 20回 23回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①個人26回/法人1回

②個人138人/法人17人

R5目標

森林保全活動の支援を行っ
た。

30回



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.55 人

4,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.28 人 評価者

～ 2,263千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

11,250千円

R5予算現額

7,000千円

R4正規職員人件
費

0.57 人

4,561千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.36 人 評価者

～ 2,909千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

1,211千円

R5予算現額

330千円

R4正規職員人件
費

0.57 人

4,561千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.31 人 評価者

～ 2,505千円 農業振興課長　前田　亘一

533
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R4実績が目標を大幅に上回っ
たため、R5目標を18回に設定
したが、実績が20回と目標を
上回った。また、フレンド
リーシティ感謝デー等のイベ
ントにて当市のPRを図ること
ができた。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 0千円

①協定に基づく埼玉西武ラ
イオンズとの協働事業の実
施回数

協定に基づく埼玉西武ライオンズとの協働事
業の実施回数

0.15人

R6目標

H17

- 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

プロスポーツをはじめとする観光資源を積極的
に取り上げ、本市ならではのブランド価値を高
める”ふるさと所沢”への愛着や誇りを醸成し
ていく。

会年職
員等

0.07人

実績 10回 16回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①20回

R5目標 R5実績

本市の貴重な観光資源として、西武ラ
イオンズとフレンドリーシティの枠組
みを超えた本拠地ならではの協働事業
等を実施する。また本市が参画してい
る西武線沿線サミットと連携した取り
組みを実施する。

R5その他職員従
事割合

18回 20回

協働事業の一環として、試
合への無料招待などを実施
した。会年職

員等
22回

533
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R5実績

地域社会の発展や地域福祉の向上などに寄与する
ことを目的として、平成27年3月に「所沢市と株式
会社西武ライオンズとの連携協定に関する基本協
定」（フレンドリーシティ）を締結している。

市とチームがより一体になって戦うと
いう意思表示・機運を高めることを目
的に、市職員によるコラボポロシャツ
の着用に向けてライオンズと協議し
た。

ブランド価値の向
上事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

スマート農業（ドローン）の活用につ
いて、農業者からさといも以外の農産
物で利用したいとの声があることか
ら、検討を進める。

R5その他職員従
事割合

267件 96件

より一層の周知にも関わら
ず、活用件数が少なかった
が、スマート農業技術を活用
した農業者からは今後も活用
を進めていきたいといった意
向も伺っていることから、一
定の効果はあったと捉える。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R4 R6

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 2,262千円 ①研修会等の参加・開催の
取組件数

②スマート農業（ドローン
等）活用の取組件数

③資材、薬剤等の購入に関
する取組件数

本事業を活用した取組の実施件数

本事業はさといもの安定した生産と品質向上を目
的としているため、事業を活用した取組の実施件
数を指標とする。
目標値としては、前年度の実績を基本とし、向上
を目指す数値を設定する。

市広報紙（2回）・ＨＰへの掲載及び
ほっとメール発信（3回）のほか、農業
者への調査等に同封、ＪＡにチラシ配
架など実施した。

所沢産さといも 元
気掘り起し事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
所沢産さといも元気掘り起こし事業費補助金交付要綱 1,822千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

全国でもトップレベルの生産量と品質を誇る、
本市のブランド品であるさといもの安定した生
産と品質向上を目指すため、農業者等が取り組
む事業の経費に対して補助を行う。

会年職
員等

0人

実績 460件 162件

より一層の周知に努めたが、活用実績が伸び
なかったのは、さといも疫病の蔓延の心配が
なかったことが考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0件

②3件

③93件

R5目標

スマート農業（ドローン）
の活用が進んだ

100件

533
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

目標としていた茶香炉利用
イベント数を達成してお
り、活用が進められた。ま
た、外部事業者等にも活用
していただけるよう、制度
を整備し、日本光電の受付2
か所でも茶香炉を設置し
た。どちらでも評判がよ
く、狭山茶の普及啓発に効
果的であったと考える。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 1,185千円

①設置台数

②組織内貸出所属数

③外部貸出数

茶香炉利用イベント数

0人

R6目標

R4

12 つくる責任　つかう
責任

- 180千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

狭山茶の香りを楽しむことができる茶香炉（お
茶の香り出し器）を市内の公共施設に設置する
とともに、各種イベントで活用することで、香
りを通じて所沢の主要農産物である狭山茶の魅
力を感じていただくために実施するもの。

会年職
員等

0人

実績 10件 18件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①11台

②20所属

③2件

R5目標 R5実績

茶香炉を借りた事業者から購入希望・
常設希望があるが、製造メーカーが他
自治体にあるため、地域経済の活性化
につなげるのが難しい。
→所沢市で茶香炉の開発の可能性を探
る。

R5その他職員従
事割合

20件 24件

商品として利用できない茶
葉を有効に活用した。会年職

員等
20件

狭山茶の香りを通じて所沢の主要農産物であ
る狭山茶の魅力を感じていただくために実施
している事業であるため、人が多く集うイベ
ント時での利用回数を指標とした。

・庁舎内の１～２階で輪番設置を実施
した。
・公的機関以外でも設置できるように
制度設計を見直した。

香(こう)感度アッ
プ！狭山茶ＰＲ事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

100千円

R5予算現額

200千円

R4正規職員人件
費

0.18 人

1,440千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.49 人 評価者

～ 3,960千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

2,104千円

R5予算現額

4,673千円

R4正規職員人件
費

0.93 人

7,442千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.77 人 評価者

～ 6,222千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

2,683千円

R5予算現額

3,768千円

R4正規職員人件
費

0.58 人

4,641千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.73 人 評価者

～ 5,899千円 農業振興課長　前田　亘一

533
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

実践農業者が取組を続けていけるよう
に、引き続き協議会を中心として保全
の方策を検討していく。
また、本地域の農業システムに触れら
れる機会を広げ、市の内外への周知を
図る。

R5その他職員従
事割合

世界農業遺産の認定 世界農業遺産の認定

認定機関による現地調査
（R5.6月）に適切に対応し、
目標である世界農業遺産の認
定を達成することができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H29

13 気候変動に具体的な
対策を

重要 自治事務 100千円
①総会・幹事会開催回数

②大学等からの視察受入人
数

③（市・実践農業者共催）
落ち葉掃きイベントへの参
加者数

武蔵野の落ち葉堆肥農法の世界農業遺産への
認定に向けた進捗

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会
は、農業遺産への登録を通じて、伝統的農法を次
世代へ継承していくとともに広く発信する取組み
を進めていくものであるため、世界農業遺産の認
定に向けた進捗状況を目標とする。

世界農業遺産の認定を受け、市民フェ
スティバル所沢市農業祭への出展やＹ
ＯＴ－ＴＯＫＯ主催講演会など、様々
な機会で農法の周知を図った。
また、市内の実践農業者のもとで行わ
れる落ち葉掃きイベントを集約化した
チラシ・ポスターを作成し、ＰＲを強
化した。

武蔵野の落ち葉堆
肥農法世界農業遺
産推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

15 陸の豊かさも守ろう

武蔵野の落ち葉堆肥農法世界農業遺産推進協議会規約 200千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

「農業遺産」への認定を通じて、将来に受け継
がれるべき伝統的な農業システムとしての武蔵
野の落ち葉堆肥農法を広く発信することを目指
すとともに、平地林の育成と落ち葉堆肥を利用
した伝統的農法の継続を推進するものである。

会年職
員等

0人

実績 世界農業遺産の認定
世界農業遺産認定申
請に係る対応

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①12回

②376名

③117名

R5目標

環境にやさしい農法によ
り、周辺環境への負担を低
減。

農法の継続推進・周
知

533
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

とことこ市の開催支援、団体
による農産物販売会の支援、
地産地消レシピや直売所ガイ
ドマップ等の作成を行うとと
もに、各種イベント等で地産
地消レシピや直売所ガイド
マップを配布するほか、婚姻
届け及びパートナーシップ
ファミリー制度の届出者に
1000円分の農産物引換券を配
布し、所沢産農産物のＰＲを
図った。

R5年度に改善した点

1 貧困をなくそう

優先 自治事務 1,716千円

①とことこ市開催回数

②とことこ市売上

所沢農産物の直売所への出荷割合

0人

R6目標

H15

2 飢餓をゼロに

- 4,314千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

8 働きがいも経済成長も

新鮮でおいしい所沢農畜産物のPRを図り、地域
で消費することにより、消費者の食の安心・安
全へのニーズに応えるとともに、生産者の生産
意欲の拡大を図る。
所沢農産物の学校給食への導入及び品目拡大、
市民へのＰＲ活動や生産者による直売会の開
催、農産物直売所ガイドマップの作成等を実施
することで、地産地消の推進を図る。

会年職
員等

0人

実績 60.0% 65.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①25回

②2,110,420円

R5目標 R5実績

紙媒体の直売所ガイドマップでは、情
報の更新が3年に1度と限られてしまう
ため、アプリ化して、リアルタイムで
情報を届けられるように検討を進め
る。

R5その他職員従
事割合

60.0% 67.7%

地産地消の推進により、
生産者の生産意欲を拡
大。会年職

員等
60.0%

533
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

地元の農産物がどれだけ所沢で消費されてい
るかを測るため、市場に流通する農産物では
なく、地元の直売所または、スーパーなどへ
の出荷率を指標とした。

3年ぶりに直売所ガイドマップの情報改
訂を行った。
市内小学校の給食へ所沢農産物を昨年
度より種類を増やして提供した。

地産地消推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

日頃の維持管理と共に講習会の充実に
努めるとともに、利用者の要望に耳を
傾け、より良い事業の実施となるよう
検討していく。

R5その他職員従
事割合

30名 104名

体験農場講習会において、播
種の時期となる春と夏に複数
日・複数会場で開催すること
により、多くの方に参加いた
だき、必要な技術等を周知す
ることができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S59

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 1,832千円

①貸出区画数

②体験農場利用料

講習会の参加人数

体験農場の利用者を対象に、作物の作付や防虫な
ど技術的な知識を習得するため、年度内に２回
（春・夏）研修会を実施している。利用者の技術
と意欲の向上及び農業への関心に最も寄与してい
ると思われる「体験農場講習会」の参加人数を指
標とした。

体験農場講習会の申込方法を今までは
電話のみだったが、電子申請を取り入
れたことにより、利用者への利便性向
上とともに、事務処理においても効率
化が図られた。、

体験農場推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 3 すべての人に健康と福

祉を特定農地貸付けに関する農地法等の特例に関する法律、所
沢市特定農地貸付規程 3,491千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析
11 住み続けられるまち

づくりを

市内10箇所の体験農場で市民が農作業を体験す
ることにより、農業への理解を深め、「農のあ
るまちづくり」を推進することを目的とする。
また、利用者の農業技術の向上を図り、農業へ
の関心を深めるため、講習会を実施する。

会年職
員等

0人

実績 30名 99名

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①503区画

②1,746,675円

R5目標

「農のあるまちづくり」を
推進するとともに、農とふ
れあう機会を増やし、農業
への理解を深めた。

50名



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

500千円

R5予算現額

500千円

R4正規職員人件
費

0.48 人

3,841千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.40 人 評価者

～ 3,232千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

844千円

R5予算現額

805千円

R4正規職員人件
費

0.63 人

5,041千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.31 人 評価者

～ 2,505千円 農業振興課長　前田　亘一

R4予算現額

4,753千円

R5予算現額

7,756千円

R4正規職員人件
費

0.85 人

6,802千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.27 人 評価者

～ 10,263千円 商業観光課長　古田　晃一

533
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

天候にも恵まれ、売り上げ実
績を達成できた。特に、2日目
の早い時間帯で準備していた
商品を売り切る団体もあり、
全体を通して売れ行きが好調
であった。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 500千円

①農業祭イベントの開催

②農業祭実行委員会開催回
数

③共進会、品評会の実施

農業祭での売上実績

0人

R6目標

S53

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

農業祭開催費補助金交付要綱 500千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

15 陸の豊かさも守ろう

販売会を通じて、生産者自らが販売すること
で、都市住民とのふれあいの機会を設ける。農
業者は各種共進会や品評会において、生産技術
の向上を図る。
農業祭を実施するにあたり、農業団体代表が農
業祭実行委員会を組織する。農業祭では、各々
団体が出店や展示等を行い、各種共進会、品評
会並びに即売会を開催する。農業祭開催の支援
を通じて、都市住民との交流を深め、地産地消
事業を推進する。

会年職
員等

0人

実績 4,500千円 4,546千円

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①10/28.29に開催

②3回開催

③4団体で実施（植木生産組
合、園芸協会、茶業協会、
農業後継者協議会）

R5目標 R5実績

農業者と消費者の交流機会が商品の販
売に限られており、消費者が生産者と
触れ合う機会が少ない。
そのため、各団体の参加者が消費者と
触れ合えるような催事を検討する。

R5その他職員従
事割合

4,500千円 5,829千円 市内の食料循環による持続
性保持。
品評会の実施による農業技
術革新。
農業が持続することによる
豊かな自然環境維持。

会年職
員等

5,000千円

533
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

事業の主たる目的が生産者と住民とのふれあい機
会の創出による所沢農産物の地産地消の推進及び
ブランド化であることから、生産者と住民の接点
となるイベント時の直接販売結果である売上実績
を指標とする。

農業祭イベントにて、スマート農業の
展示として、ドローン事業者のブース
を設置し、農業者に向けたスマート農
業の普及啓発を行った。
また、今後も継続的に開催できるよ
う、備品代の細分化と負担金の増額を
行った。

農業祭開催推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

市内外で開催されるイベントの開催や
参加を積極的に進めながら、他自治体
とのコラボ商品の開発について検討す
る。

R5その他職員従
事割合

20組（40名） 20組（40名）

豊島区メトロポリタンプラザ
ビルでの新茶販売会をはじ
め、中央区勝どきのマルシェ
や練馬区で開催された全国都
市農業フェスティバルなど市
外でのイベントを活用し所沢
農産物のブランド化を推進し
た。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H31

1 貧困をなくそう

重要 自治事務 671千円

①体験学習型所沢農産物PR
事業親子収穫体験参加者

体験学習型所沢農産物PR事業親子収穫体験参
加者

市内の親子が所沢農産物に直接触れ、理解を深め
るイベントである体験学習型所沢農産物PR事業へ
の参加人数を指標とした。

市外イベントへの出展頻度の増加
KADOKAWA主催の喫茶来での狭山茶のＰ
Ｒを3日間行った。

所沢農産物ブラン
ド化推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
‐ 774千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

 消費者意識の多様化、品質志向等への変化が生
じている中で、市内で生産された安全・安心、
新鮮な農産物について、所沢産農産物としてブ
ランド化を推進するため、市内のみならず市外
の消費者に向けてＰＲするとともに、販路拡大
を支援していくものである。
　オリジナルデザインシールの作成及び配布、
体験学習型所沢農産物ＰＲ事業の開催、市内外
でのＰＲ活動、長野県上田市との産業交流によ
る所沢農産物ＰＲ

会年職
員等

0人

実績 20組（40名） 17組（34名）

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①20組　40名

R5目標

所沢農産物のブランド化を
推進することによる市場価
値の向上

20組（40名）

534
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

台北国際旅行博への出展、台
湾現地旅行会社へのPRを行っ
た。
また、観光案内版の設置、外
国観光ガイドの養成等、外国
人観光客受入体制を整備する
とともに、都内観光案内所や
ホテル等でのパンフレット配
架でのPR、外国人観光客の
ニーズを把握するため、アン
ケート調査を行った。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

優先 自治事務 3,867千円 ①WEB記事のPV数（台湾向
け）

②台北国際旅行博でのアン
ケート回収数

③現地旅行会社へのセール
ス（訪問回数）

X(旧Twitter)フォロワー数

0.08人

R6目標

H30

10 人や国の不平等をな
くそう

- 7,436千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

新型コロナウイルス感染症の収束後に想定される観光
需要の回復を捉え、本市のにぎわいを創出し、まちの
魅力を高めるため「ところざわサクラタウン」や「西
武園ゆうえんち」等を目的に来日する外国人観光客及
び市外からの来訪者を対象に、豊かな自然や歴史等の
地域資源について情報発信するとともに、市内におけ
る外国人観光客の受入体制整備を行う。
具体的な取り組み内容
①台北国際旅行博への出展
②WEB記事（台湾向け）の掲載
③台湾現地旅行会社とのネットワークづくり
④観光案内板（狭山ヶ丘駅西口）の設置

会年職
員等

0人

実績 5,500人 11,900人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①307,564PV

②363人

③20回

R5目標 R5実績

入国規制の緩和後、ところざわサクラ
タウンを訪れる外国人観光客の団体ツ
アーが増えている。今後は、外国人観
光客の更なる誘致や市内の回遊性の向
上に資するため、旅マエ／旅ナカでの
情報発信を行う。

R5その他職員従
事割合

5,600人 13,098人

観光案内板の多言語化によ
り、情報のアクセスの平等
性を確保した。会年職

員等
5,700人

SNSが外国人旅行客の情報源の主流となっているこ
とから、外国人旅行客における本市の関心度や情
報発信の効果を図るFacebook''いいね''とTwitter
のフォロワー数を指標とする。

本市を含む旅行商品が造成されるよう
台湾現地旅行会社へのセールスを行っ
た。

インバウンド戦略
推進事業（COOL
JAPAN FOREST構想
事業）

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

5,243千円

R5予算現額

6,099千円

R4正規職員人件
費

0.93 人

7,442千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.63 人 評価者

～ 5,091千円 商業観光課長　古田　晃一

R4予算現額

152千円

R5予算現額

301千円

R4正規職員人件
費

0.62 人

4,961千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.65 人 評価者

～ 5,253千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

33千円

R5予算現額

40千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.28 人 評価者

～ 2,263千円
農業委員会事務局次長　日高
義行

534
産業
経済
部

商業
観光
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

平成28年から観光大使が変わっていな
い。

R5その他職員従
事割合

7,500,000人 集計中

トコろんの着ぐるみは年間を
通して多くの貸出があり、市
内外のイベント等に数多く出
演することで所沢市のＰＲに
貢献した。ロケーションサー
ビスについては映画、ドラ
マ、ＣＭ、バラエティー番組
等の撮影を市内で実施し、知
名度の高い番組に登場したこ
とで、全国に所沢市をＰＲす
ることができた。
観光大使については、本市出
身の北勝富士関が大相撲７月
場所で優勝争いに絡む活躍を
したほか、JAY'S GARDENが市
民フェスティバルや12月議会
の議場ライブに出演し、会場
を盛り上げることができた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.40人

R6目標

H3

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 4,676千円

①トコろん着ぐるみ貸出回
数

②ロケ実施回数

③市主催観光大使出演回数

観光入込客数
平成30年度から目標値を見直した。令和2年度まで
は660万人としてその後は、毎年30万人増加を目指
す。 新たな観光大使の選任に向けた検討を

行った。

効果的な観光客誘
致プロモーション
の推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
観光立国推進基本法 4,418千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

「所沢市観光大使」、イメージマスコット「ト
コろん」、観光ガイドブック、ロケーション
サービス等を通じ、観光客誘致のためのプロ
モーションを行うもの。

会年職
員等

0.40人

実績 7,200,000人 7,445,732人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①157回

②20回

③2回

R5目標

市内外からの観光客増加に
より地域が活性化し、持続
可能なまちづくりに貢献で
きる。

7,800,000人

541
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

人材確保に対する支援策の要
望はあるものの、紹介事業者
数の増加につなげられていな
いため。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 121千円

①市ホームページ等で紹介
した事業者数(累計)

②OPEN FACTORYへの参加企
業数

市ホームページ等で紹介した事業者数(累計)

0人

R6目標

H31

9 産業と技術革新の基盤
を作ろう

- 180千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内事業者の活性化を図るため、学生や大学等
に対して、市内の中小企業の優れた技術・サー
ビスをPRするなど、市内事業者の若年人材確保
について支援を行うものである。

会年職
員等

0人

実績 50者 17者

市ホームページでの事業者紹介については、
HPをはじめ、広報やDM発送で周知するととも
に、企業訪問時にも制度の活用を案内するな
どの活動を行ったが、申請数が伸び悩んだた
め、目標を達成できなかった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①18者

②9社

R5目標 R5実績
人材確保に対する支援策の要望は多い
が、事業者紹介等への成果に結びつけ
られていない。そのため、引き続き事
業者のニーズの把握に努める必要があ
る。事業者からは、掲載要件が厳しい
との意見もあることから、掲載要件の
見直しを検討する。

R5その他職員従
事割合

25者 18者
次代の地域産業を担うひと
づくりに貢献し、産業を支
える基盤となる人材の確保
に寄与した。

会年職
員等

30者

541

農業
委員
会事
務局

農業
委員
会事
務局

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

R5実績

市内中小企業の優れた技術・サービスをPRするこ
とにより、市内事業者の人材確保に資することを
目的とする。

将来の人材確保に結びつけていくため
に実施する「OPEN FACTORY
TOKOROZAWA」について、就職を希望す
る高校生のみを対象としていたが、よ
り多くの方に製造業を身近に感じても
らうため、対象を大学生から小学生ま
でに拡大した。

産業人材確保推進
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

これまで実施している広報活動や戸別
訪問を充実させ、農業委員・農地利用
最適化推進委員と連携し、より一層の
周知と粘り強い加入推進活動を行う。

R5その他職員従
事割合

5世帯 17世帯

戸別訪問等推進活動により、
成果指標の目標を達成し、農
業者年金の加入推進を果たし
ている。
次年度以降も引き続き事業を
継続し、制度の周知を図り加
入推進に努める。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S45

3 すべての人に健康と福
祉を

優先 自治事務 4千円

①加入推進戸別訪問

②新規加入者数

加入推進活動実施世帯数（世帯）

農業者年金を知らない農家のないよう、戸別
訪問等による加入推進活動を実施した世帯数
を目標指標とする。

農業者年金を知らない農業者をなくし、農業者が
年金制度の詳細をいつでも知ることができる体制
を整えることが目的であることから、加入推進活
動実施世帯数を指標とする。

農委だよりへの制度案内の掲載や、戸
別訪問による加入意向確認を行った。
加入の意向を示した農業者には電話に
より再度連絡して詳細を説明し加入を
促した。

農業者年金推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう
農業者年金基金法 10千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

農業者年金は、国民年金の第一号被保険者であ
る農業者が、より豊かな老後生活を過ごすこと
ができるよう、国民年金に上乗せした公的な年
金制度であり、加入資格は、20歳以上の国民年
金の第一号被保険者であるとともに農業従事日
数が年間60日以上としている。
独立行政法人 農業者年金基金から農業委員会と
ＪＡいるま野が業務委託を受け、各種年金資格
等申請書の受理や確認事務、農業者年金加入推
進活動等の業務を実施する。

会年職
員等

0人

実績 5世帯 12世帯

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①2人

②1人

R5目標

制度の周知や戸別訪問な
ど、加入推進活動を実施し
た。

5世帯



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

20千円

R5予算現額

20千円

R4正規職員人件
費

0.17 人

1,360千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.22 人 評価者

～ 1,778千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

167千円

R5予算現額

163千円

R4正規職員人件
費

0.23 人

1,840千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.20 人 評価者

～ 1,616千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

750千円

R5予算現額

550千円

R4正規職員人件
費

0.09 人

720千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.09 人 評価者

～ 727千円 産業振興課長　奈良　和子

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

オンライン化の推進で、面接
会を利用しなくても就職が決
まりやすくなっているが、求
職者と求人側担当者が直接対
面できる面接会の必要性を実
感している。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 20千円

①就職面接会の実施回数

②就職面接会への参加者数

③就職面接会への若年者の
参加者数

就職面接会への若年者の参加者数

0人

R6目標

H23

- 20千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

厚生労働省埼玉労働局と若年者を対象とした就
労の援助や支援として、就職面接会を実施して
いる。

会年職
員等

0人

実績 80人 65人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3回

②251人

③115人

R5目標 R5実績

オンライン化の推進で、若年者ほどオ
ンライン端末の仕様に長けていること
から、引き続きほっとメール等を活用
したPR方法を継続していく。

R5その他職員従
事割合

80人 115人

就業希望者の就職支援及び
事業者の雇用確保の推進を
図った。会年職

員等
80人

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

所沢市就労チャレンジ支援事業運営協議会の協議
により決定する。
構成員
・所沢市長
・連合埼玉西部第四地域協議会 事務局長
・所沢地区雇用対策協議会 会長
・所沢公共職業安定所 所長
・所沢市産業経済部長

3回の面接会のうち、3回目の面接会に
敢えてテーマを設けず、広く求職者を
募ることとし、求職者が参加しやすい
環境を作った。

就労チャレンジ支
援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

表彰対象者が多くないため、表彰され
る方が喜んでいただけるような式典の
開催方法を検討していく。

R5その他職員従
事割合

6件 4件

技能功労者を表彰しその功績
をたたえることは、技能尊重
の気運を高めるとともに、技
能者の励みになるものであり
意義は大きい。また、障害者
雇用優良事業所の表彰は障害
者雇用の促進や職業安定につ
ながる啓発効果があり、両事
業ともに今後も引き続き実施
していく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

S54

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 73千円

①技能功労者褒彰者数

②障害者雇用褒彰事業所数

被表彰者数及び被表彰事業所数
技能功労者表彰者数及び障害者雇用優良事業所表
彰団体数の合計を目標値とした。

令和4年度に要綱の改正を行い、市内在
勤者の技能者も表彰対象とできるよう
にして、令和5年度初めて要綱改正によ
る表彰条件と合致する表彰者を迎える
ことができた。

技能功労者及び障
害者雇用優良事業
所表彰事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 9 産業と技術革新の基盤

を作ろう所沢市技能功労者表彰選考委員会設置要綱、所沢市障害者
雇用優良事業所表彰要綱 47千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

技能者の勤労意欲及び資質の向上を図り、技能
尊重の機運を高めるとともに、市内事業所にお
ける障害者雇用の促進を図ることを目的とし、
技能功労者及び障害者雇用優良事業所を表彰す
るもの。

会年職
員等

0人

実績 6件 6件

広報誌、ホームページ、事業者向けメールマ
ガジンなどを利用した周知のほか、市内事業
者団体へ推薦依頼をしたが、対象となる技能
者が3件に留まった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3人

②1事業所

R5目標

技能職者の福祉の増進や職
業の発展に寄与し、また障
害者の雇用促進と定着に貢
献した。

6件

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

障害者の雇用の場の確保のた
めに必要な事業であるが、成
果が出るまでに時間がかかる
事業である。また、法定雇用
率を超えた場合を主に対象と
しているが、こうした事業所
は少ないのが現状であり、障
害者を雇用するための業務の
マッチングが課題となってい
る。

R5年度に改善した点

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 100千円

①補助制度利用事業所数

②補助制度利用件数

補助制度を利用し雇用した障害者数

0人

R6目標

H25

所沢市障害者雇用推進企業支援補助金交付要綱 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

障害者の雇用の場の確保と事業者の社会的責任
の向上を促し、共生社会の実現に資することを
目的に、市内事業者が、障害者を雇用する場合
等に要する経費に対し、補助金（事業補助金・
雇用助成金・職場実習奨励金）を交付するも
の。

会年職
員等

0人

実績 3人 1人

主に法定雇用率を超えて障害者を雇用する場
合を対象としているが、こうした事業所は少
ないのが現状である。障害者を雇用するため
の業務のマッチングが課題となっている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①なし

②0件

R5目標 R5実績

市内事業者の障害者雇用率は依然とし
て低いため、ハローワーク等の他、障
害者雇用支援機関や市内金融機関等に
対する制度の周知を進めながら、引き
続き事業を実施していく。

R5その他職員従
事割合

3人 0人
障害者雇用に関する情報提
供を行うことで、事業所の
障害者雇用に向けた機運の
醸造をを図った。

会年職
員等

3人

障害者の雇用の場の確保を目的としているため、
補助制度を利用し雇用した障害者数を目標値とし
た。

当市及び商工会議所等の媒体を活用
し、周知活動をしたほか、ハローワー
ク及び就労支援センターを訪問し、担
当者と面会し、制度についての案内及
び引き続きの連携についてお願いし
た。

障害者雇用推進企
業支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

924千円

R5予算現額

960千円

R4正規職員人件
費

0.59 人

4,721千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.15 人 評価者

～ 1,212千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

10,004千円

R5予算現額

10,004千円

R4正規職員人件
費

0.09 人

720千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.12 人 評価者

～ 970千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

6,900千円

R5予算現額

6,900千円

R4正規職員人件
費

0.17 人

1,360千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.17 人 評価者

～ 1,374千円 産業振興課長　奈良　和子

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

令和5年度より講座内容、開催時期、開
催場所等の変更があったことから、次
年度以降は、周知活動に力を注いでい
く。

R5その他職員従
事割合

95.0% 64.0%

令和5年度より講座の内容を日
商PC検定取得を目指すための
対策講座へ切り替えを行な
い、成果指標の目標は達成で
きなかったが、多くの受講者
が検定試験に合格し資格を取
得していることから一定の成
果が挙げられていると考えら
れる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

H12

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 924千円

①講座開催回数

②講座受講人数

受講率
受講人数／定員（100名）×１００
可能な限り多くの方が受講できるよう、受講率を
目標値とした。

講座の内容を、受講者の就職支援や
キャリアアップに資するよう、令和5年
度より日商PC検定取得を目指すための
対策講座へ切り替えた。

就業支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 960千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

就業希望者の就職支援及び中小企業勤労者等の
キャリアアップを目的とした日商PC検定対策講
座を開催する。
なお、ハローワークにおいて一定期間内に求職
活動をしている失業者については、求職活動証
明書の提出により、受講料6,000円を3,000円に
一部減免する取扱いを行う。

会年職
員等

0.05人

実績 95.0% 99.0%

令和5年度より講座の内容を受講者の就職支援
やキャリアアップに資するよう、日商PC検定
取得を目指すための対策講座へ切り替えを行
なったが、講座内容、開催時期、開催場所等
の変更を伴ったことから周知が行き届かな
かったと考えている。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4回（2ｺｰｽ・前後期）

②64人（定員100名）

R5目標

就業希望者の就職支援及び
勤労者等のキャリアアップ
を図った。

95.0%

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

市内中小企業の勤労者とその
事業主の福祉の向上のため、
当センターの必要性は高い
が、会員事業所からの会費の
みで運営することは困難なた
め、今後も継続した支援が必
要である。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 10,000千円

①会員数

②会員事業所数

③利用者一人あたり利用額

会員数

0人

R6目標

H10

所沢市中小企業勤労者福祉サービスセンター事業補助金交
付要綱 10,000千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内中小企業勤労者等の福利厚生の充実と発展
を目的に、所沢市中小企業勤労者福祉サービス
センターに対して補助金の交付を行う。

（センターにおける実施事業）
〇調査研究事業　〇研究会・講習会等の開催事
業
〇情報提供事業　〇福利厚生事業　ほか

会年職
員等

0人

実績 1,150人 1,000人

事業主の高齢化による廃業などにより、脱退
する事業所が増えていること、また、業績が
悪化している事業者による退会が増えている
ため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①943人

②329事業所

③15,469円

R5目標 R5実績
福利厚生事業への民間事業者の参入も
あり、市内企業にとっての選択肢が増
えたことで、会員数の伸び悩みが生じ
ている。
引き続き、チラシの配布、市内事業所
向けメールマガジンの配信などのPRを
実施する。

R5その他職員従
事割合

1,100人 943人
市内中小企業の従業員及び
事業主の福祉向上をはじ
め、地域振興と雇用安定に
貢献した。

会年職
員等

1,050人

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

事業のスケールメリットを活かすために、会員数
の増加を目指す。

補助金の交付以外に、チラシの配架な
ど市としても加入促進に向けたPRを実
施しているほか、令和5年度は商工会議
所の広報誌への掲載を行ないPRに努め
た。

勤労者福祉サービ
スセンター補助金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

中小企業の労働者の処遇改善に有効な
事業であるため、周知方法等を見直し
ながら、引き続き事業を実施してい
く。

R5その他職員従
事割合

16事業所 30事業所

成果指標の目標を達成してお
り、一定の成果が挙げられて
いると考えられる。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.1人

R6目標

H1

8 働きがいも経済成長も

重要 自治事務 5,726千円

①補助対象者数

②補助対象事業所数

新規加入事業所数
加入は事業所単位で行われることから、新規に加
入した事業主の数を目標値とした。 ホームページや市内事業所向けのメー

ルマガジンを利用し、市内事業所に向
けた広報を行った。

勤労者福祉充実事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市中小企業退職金共済掛金等補助金交付要綱 5,550千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

中小企業に勤務する常用労働者及びパートタイ
ム労働者の福祉の向上、雇用の安定及び中小企
業の振興を図ることを目的に、市内事業所が退
職金共済制度に新規加入した場合に、3年間を限
度とし、1年間に支払った共済掛金（従業員1人
当たりの月額掛金が1万円を超える場合は1万円
を限度とする）の20％以内で補助金を交付す
る。

会年職
員等

0.1人

実績 16事業所 32事業所

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①459人

②88事業所

R5目標

中小企業に勤務する常用労
働者及びパートタイム労働
者の福祉の向上、雇用の安
定及び中小企業の振興を
図った。

16事業所



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

31,972千円

R5予算現額

51,208千円

R4正規職員人件
費

0.36 人

2,881千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.38 人 評価者

～ 3,071千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

393千円

R5予算現額

393千円

R4正規職員人件
費

0.28 人

2,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.14 人 評価者

～ 1,131千円 産業振興課長　奈良　和子

R4予算現額

0千円

R5予算現額

0千円

R4正規職員人件
費

0.22 人

1,760千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.22 人 評価者

～ 1,778千円 農業振興課長　前田　亘一

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

成果指標の目標を概ね達成し
ており、一定の成果が挙げら
れていると考えられる。

R5年度に改善した点
3 すべての人に健康と福

祉を
重要 自治事務 31,969千円

①年間利用件数

②トレーニングルーム利用
者数

年間利用率(各部屋平均)

0人

R6目標

S63

ラーク所沢条例、ラーク所沢条例施行規則 51,118千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

勤労者等の文化、教養及び福祉の増進を目的と
して設置され、現在は指定管理者が運営してい
る。
施設内の会議室等の貸し出しを行うとともに、
各種自主事業を実施している。

会年職
員等

0人

実績 50.0% 46.5%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①9,333件

②7,795人

R5目標 R5実績

指定管理者の応募時の提案事項の進捗
状況や、施設の修繕や定期点検等が適
正に行われているか等、定期的に確認
していく。

R5その他職員従
事割合

50.0% 49.7%
勤労者等の福祉の増進と雇
用の安定をはじめ、市民の
コミュニティ活動の推進に
貢献した。

会年職
員等

50.0%

542
産業
経済
部

産業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

年間利用件数／総利用区分数（9施設×6区分×開
館日数） 昨年度は、指定管理者によるSNSを活用

した広報活動を始めた。

ラーク所沢運営事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

埼玉県労働セミナーでは、県と調整し
ながら、最新の動向を見極めつつ受講
者のニーズに合わせた講座となるよう
事業を進めていく。
一般労働相談では、利用者に利用しや
すい日程や時間帯で開催できるよう、
今後も引き続き検討を行う。

R5その他職員従
事割合

100人 326人

勤労者と使用者の双方が労働
するうえでのルールについ
て、正しく理解することで、
トラブルの未然防止になる。
そうすることで、生産性の向
上や社会の発展にもつなが
る。
また、実際に発生したトラブ
ルに対しては、専門家による
一般労働相談を通じて問題解
決へ導けるような体制を維持
している。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.05人

R6目標

S57

3 すべての人に健康と福
祉を

重要 自治事務 242千円
①埼玉県労働セミナー受講
者数(延べ人数)

②所沢市労働セミナー受講
者数[中学生](延べ人数)

③一般労働相談者数

セミナー参加者のうち、勤労者及び使用者の
受講者数（延べ人数）

受講者数のうち、勤労者及び使用者である受講者
数を目標値とした。

埼玉県労働セミナーは、令和３年度よ
り対面とオンラインの両方の形での開
催している。
所沢市労働セミナーは、令和５年度よ
り中学生を対象として実施した。
一般労働相談では、チラシを作成し配
布するとともに、ホームページや事業
者向けメールマガジンにも適宜掲載し
た。

労働セミナー・労
働相談等開催事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

8 働きがいも経済成長も

- 229千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

労働をめぐる様々なトラブルの解決等を目的と
して、労働セミナー、労働相談等を実施する。
〇労働セミナー
・埼玉県との共催により、労働法の基礎知識や
安全衛生を学ぶための社会人向けセミナーを開
催
・就職を希望する市内の中学生を対象とする労
働法の基礎を学ぶためのセミナーを開催する。
〇労働相談
社会保険労務士を相談員として、労働に関する
相談を行うことで、労働者及び事業主が抱える
様々な悩みや疑問を解決する。

会年職
員等

0.05人

実績 100人 194人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①370人

②370人

③26人

R5目標

勤労者に必要な労働に関す
る基礎知識の習得をはじ
め、労働安全衛生の維持・
向上に貢献した。
勤労者及び経営者が抱える
労働に係る様々な悩みの解
消に貢献した。100人

542
産業
経済
部

農業
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

S

窓口での周知、体験農場福祉
枠の募集、福祉事業者への農
福連携に関する取り組みの受
託依頼など広く情報提供を
行った。また、県立所沢おお
ぞら特別支援学校の農業体験
学習授業に協力するなど、農
福連携に向けた取り組みを進
めている。

R5年度に改善した点

2 飢餓をゼロに

重要 自治事務 0千円

①農福連携情報提供回数

②体験農場「福祉枠」利用
区画数

③先進事例調査研究回数

農福連携に係る情報提供回数

0人

R6目標

H31

3 すべての人に健康と福
祉を

- 0千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

8 働きがいも経済成長も

農業分野と福祉分野の垣根を越えた「農福連
携」の取組みを推進することにより、農業経営
体には働き手を提供し、高齢者や障害者には生
きがいや働く場を創出することで、農業分野で
の人手不足を解消しつつ障害者等の活躍を促し
ていく。具体的には、先進事例の調査研究を進
めるとともに、関係機関の協力を得ながら、取
組みを周知し、農福連携を浸透させていく。ま
た、連携を希望する事業者を対象に高齢者等の
受入や農業参入に関する相談受付を行ってい
く。

会年職
員等

0人

実績 ３回 ３回

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①３回

②0区画

③０回

R5目標 R5実績

農福連携の認知度を向上させる必要が
あるため、引き続き情報提供を行って
いく。また、庁内での連携体制の検討
や、どのような作業内容、時期であれ
ば福祉事業者が受託できるか情報収集
し、今後の取組みを検討する。

R5その他職員従
事割合

３回 ３回

農業の労働力不足の解消
会年職
員等

３回

農福連携の取組みを推進するには、農業・福祉の
連携事例や支援事業等の認知度向上を図る必要が
あるため、情報の提供回数を目標とした。令和５
年度は、認知度向上を図るため情報提供回数は前
年実績と同様とし、今後の取組みを検討する。

農福連携の取組の情報提供だけでな
く、農業者から希望のあった委託作業
を、福祉事業者に周知し実際に受託さ
れ、農福連携の取組みが成立した。

農福連携推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

2,348千円

R5予算現額

3,111千円

R4正規職員人件
費

0.51 人

4,081千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.50 人 評価者

～ 4,041千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

1,400千円

R5予算現額

1,400千円

R4正規職員人件
費

0.75 人

6,002千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.69 人 評価者

～ 5,576千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

4,618千円

R5予算現額

2,670千円

R4正規職員人件
費

0.78 人

6,242千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.00 人 評価者

～ 8,081千円 企画総務課長　細淵　健

551
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

C

R5実績

ティエーネ市側と密に連絡・連携を取
り、事業を計画・運営するとともに、
広く市民に向けて参加を促していく。

R5その他職員従
事割合

100人 0人

イタリア・ティエーネ市から
の訪問団受入を予定していた
が、相手側都合により訪問が
延期となってしまい、予定し
ていた交流事業は実施できな
かった。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R4

10 人や国の不平等をな
くそう

最優先 自治事務 1,921千円

①ティエーネ市代表訪問団
の受入

②子どもの絵による交流

③特産品による経済交流

事業への参加者数
本市における国際理解を促進する必要があるた
め。

訪問延期となったが、ティエーネ市と
の交流の機運醸成として、市職員向け
にティエーネ市のブドウを使ったワイ
ンを販売した。

イタリア都市文化
交流推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

- 51千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

東京２０２０オリンピック競技大会においてイ
タリアのホストタウンとなったことを契機に、
航空関連の共通点があることなどから交流の始
まったイタリア共和国ティエーネ市との文化交
流等を進め、国際理解や多文化共生の推進を
図っていく。

会年職
員等

0人

実績 100人 103人

イタリア・ティエーネ市からの訪問団受入を
予定していたが、相手側都合により訪問が延
期となったため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①0人

②1回

③1回（職員向けワイン販
売）

R5目標

市民の国際的視野を広げ、
外国人との相互理解を深め
た。

100人

551
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症も
落ち着き、姉妹都市との人的
交流が再開されたため、姉妹
都市との食事会や研修会の実
施などに多くの市民が参加し
た。

R5年度に改善した点
10 人や国の不平等をな

くそう
重要 自治事務 59千円

①姉妹都市との交流

②市民の国際意識を高める
事業

友好委員会事業に参加した市民の数

0人

R6目標

S55

所沢市国際友好委員会交付金交付要綱 447千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

外国の姉妹都市との交流は、行政主導の交流か
ら民間が主体となった交流へと移っており、こ
の流れを促進していくため、海外姉妹都市との
交流を主体的に進める民間団体に対して助成を
し、その活動を支援する。
①姉妹都市（米国・ディケイター市、中国・常
州市、韓国・安養市）への一般市民訪問団の派
遣②姉妹都市から来訪する訪問団との交流③姉
妹都市への文化・スポーツ団体等の訪問団に対
する支援④外国人市民との交流

会年職
員等

0v

実績 50人 ―

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3回（安養市への訪問団の
派遣・常州市・安養市から
の訪問団の受入）

②2つ（国際交流フォーラム
への参加・ウクライナ避難
民の話を聞く研修会の実
施）

R5目標 R5実績

姉妹都市への派遣や受入れ時に限ら
ず、友好委員会と連携し、様々な形で
市民間の交流ができるよう努めてい
く。

R5その他職員従
事割合

50人 85人

姉妹都市との交流を通し
て、国同士の友好関係のさ
らなる発展に寄与した。会年職

員等
50人

551
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

外国の文化や姉妹都市交流に対する市民の興味・
理解を促進する必要があるため。 友好委員会で実施する研修を研修旅行

ではなく研修会という形式に変更し、
参加者を増やした。

国際友好委員会交
付金

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

数年にわたり実施できていなかった実
際の往来を伴う交流を再開できたが、
今後は、コロナ後の国際交流の状況等
を見定め、どのような形の交流事業を
実施していくか検討する必要がある。

R5その他職員従
事割合

75.0% 100.0%

新型コロナウイルス感染症も
落ち着き、実際の往来を伴う
交流事業を再開することがで
きた。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

10 人や国の不平等をな
くそう

重要 自治事務 1,691千円

①姉妹都市から行政視察団
を受け入れた数

②姉妹都市交流事業に参加
した市民の数

姉妹都市交流事業を通して視察目的や相互理
解を達成することができた参加者の割合

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くため
に、視察等の交流を通して相互の交流目的を果た
すことができているか確認する必要があるため。

新型コロナウイルス感染症の影響から
実施できていなかった実際の往来を伴
う交流事業を再開した。

国際交流推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市自治基本条例、第６次所沢市総合計画前期基本計画 524千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

様々な事業を通して姉妹都市を中心とした海外
都市との関係を構築する。
①姉妹都市からの訪問団の受入れ等を通して、
先進的な取組について行政情報の交換を行う。
②姉妹都市との間で周年に合わせて代表訪問団
の派遣・受入れを相互に行うなど、信頼関係の
促進に努める。

会年職
員等

0人

実績 75.0% ―

目標達成済み

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①1団

②141人

R5目標

姉妹都市を中心とした海外
都市との交流を通じ、国同
士の友好や相互理解を深め
ることに寄与した。

75.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

0千円

R5予算現額

1,062千円

R4正規職員人件
費

0.18 人

1,440千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.42 人 評価者

～ 3,394千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

15千円

R5予算現額

21千円

R4正規職員人件
費

0.40 人

3,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.33 人 評価者

～ 2,667千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

200千円

R5予算現額

200千円

R4正規職員人件
費

0.74 人

5,921千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.77 人 評価者

～ 6,222千円 企画総務課長　細淵　健

551
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症が
落ち着き、交流事業が再開で
き、派遣された学生の国際理
解が深まった。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 0千円

①所沢市からの派遣員の人
数（奇数年）

②所沢市における受入家庭
の数（偶数年）

事業に参加したことにより国際社会について
の理解度が深まった派遣員の割合

0人

R6目標

H3

所沢市海外都市学生交流実施要綱
所沢市海外都市学生交流補助金交付要綱 961千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

姉妹都市に派遣員（高校生等）を派遣し、社
会、文化等の交流を通して、外国人との相互理
解を深めていくとともに、将来を担う青少年に
広い視野から郷土、国家、国際社会を理解させ
ることにより、次代を築く人材を育成していく
ことを目的としている。
米国ディケイター市との間で、派遣と受入れを
毎年交互に行い、派遣員は一般家庭で２週間程
度のホームステイを体験し、生活習慣や文化を
体験する。

会年職
員等

0人

実績 80.0% ―

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①6人

②0家庭

R5目標 R5実績

今後も学生交流事業を継続していくた
め、ディケイター市と良い関係づくり
に努めていく。

R5その他職員従
事割合

80.0% 100.0%

青少年の国際的視野を広
げ、外国人との相互理解を
深めた。会年職

員等
80.0%

552
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

相手国との理解を深め、安定的な関係を築くため
に、視察等の交流を通して相互の交流目的を果た
すことができているか確認する必要があるため。

ＳＮＳ等を活用し、現地の姉妹都市委
員会や派遣学生と密に連絡を取り、安
全に派遣事業を終えることが出来た。

海外都市学生交流
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

職員への多文化共生の啓発が外国人市
民を意識した行政資料や行政情報の発
信につながるため、庁内各課の多文化
共生への理解を深める取り組みとあわ
せて行っていく。

R5その他職員従
事割合

10種類 18種類

引き続き、各所属へ効果的な
周知や積極的な協力を行うこ
とで、外国人市民にとって必
要と思われる情報の多言語化
を推進していく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H31

10 人や国の不平等をな
くそう

重要 自治事務 0千円

①多言語化されている行政
資料の数

②他機関が作成した多言語
資料の活用数

新しく対応言語が増えた行政資料の数
（「やさしい日本語」への対応も含む）

外国人市民に母国語又はやさしい日本語で、分か
りやすく情報発信をしていく必要があるため。 行政資料の多言語化を進めるため、通

訳翻訳ボランティアを活用した。

行政資料の多言語
化推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

第６次所沢市総合計画前期基本計画 42千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

外国人市民に対し、市政情報を多言語（「やさ
しい日本語」を含む）で提供し、言葉や生活習
慣などの違いから日常生活や災害時に感じる不
便をなくすことを目的としている。
①年１回程度、庁内で多言語化に関する調査を
行い、実態に合った効果的な支援策を講じる。
②外国人市民のニーズが高い情報を多言語化す
るため、関係課と連携し、多言語化の支援など
を行う。
③やさしい日本語の普及を行う。

会年職
員等

0人

実績 10種類 8種類

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①78種類

②46種類

R5目標

外国人市民と日本人市民と
の間の情報格差を減らすこ
とに寄与した。

10種類

553
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

例年の企画に加え、新しい企
画や内容に取り組んだ結果、
参加人数を大幅に増やすこと
が出来た。

R5年度に改善した点
10 人や国の不平等をな

くそう
重要 自治事務 200千円

①外国人市民の参加人数
（アンケートから算出）

②初めて参加した人数

参加者数

0人

R6目標

H7

第６次所沢市総合計画前期基本計画 200千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

外国人市民との共生意識の醸成を目的とする。
市内の国際交流ボランティア（団体・個人）が
実行委員会を組織し、年1回実施している。
フォーラムでは①姉妹都市の紹介②日本人、外
国人市民がグループになって話す交流会③舞台
での発表（和太鼓・歌・ダンス等）④常設コー
ナー（姉妹都市と本市の子どもが描いた絵の展
示等）を実施し、市民（外国人市民を含む）間
のコミュニケーションの機会、知人作りや国際
理解の場を提供している。

会年職
員等

0人

実績 590人 600人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①18人

②79人

R5目標 R5実績

より多くの外国人市民と日本人市民と
の交流の場となるよう、実行委員会の
提案を尊重しながら、引き続き支援し
ていく。

R5その他職員従
事割合

600人 645人
外国人市民の交流の場を設
け、コミュニティへの参加
を促すとともに、日本人市
民の国際理解を高めた。

会年職
員等

610人

外国人市民が増加しており、外国人市民との共生
意識を育んでいくには、より多くの方に本事業に
携わってもらうことが重要であるため。

別室での文化紹介や伝統衣装の着付け
体験など、企画の種類や数を増やし
た。

国際交流フォーラ
ム開催支援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

87千円

R5予算現額

96千円

R4正規職員人件
費

0.80 人

6,402千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.55 人 評価者

～ 4,445千円 企画総務課長　細淵　健

R4予算現額

1,155千円

R5予算現額

1,165千円

R4正規職員人件
費

0.95 人

7,602千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.12 人 評価者

～ 9,051千円 文化芸術振興課長 近藤 真希

R4予算現額

746,542千円

R5予算現額

737,536千円

R4正規職員人件
費

0.86 人

6,882千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.93 人 評価者

～ 7,515千円 文化芸術振興課長　近藤 真希

553
経営
企画
部

企画
総務
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

講座や多文化共生通信「たぶレター」
を通し、引き続き職員の意識啓発を行
うとともに、外国人市民の実態を把握
する調査について、日本語教室と十分
に連携し、実施時期を検討していく。

R5その他職員従
事割合

50所属 49所属

多文化共生に取り組む所属数
を増やすため、研修や広報を
行うことで、職員へ多文化共
生への意識啓発を行ってい
く。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H31

10 人や国の不平等をな
くそう

重要 自治事務 30千円

①研修及び講座参加者の多
文化共生への理解度

②多文化共生に取り組んで
いる所属数

多文化共生に取り組んでいる所属数
市全体で多文化共生に取り組むには、各所属で多
文化共生を理解して取組みを進めていく必要があ
るため。

研修の実施や広報周知に加え、通訳翻
訳ボランティア制度など新しいツール
の紹介を行い、活用を促した。

多文化共生推進事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

第６次所沢市総合計画前期基本計画 21千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

日本人市民と外国人市民が互いの文化的な違い
を認め合い、対等な関係を築こうとしながら、
地域社会の構成員としての共生意識を育むこと
を目的とする。
①多文化共生に関する研修や講座を実施する。
②NGOやボランティアと連携し、外国人市民への
支援を行う。

会年職
員等

0人

実績 45所属 44所属

既に多文化共生に取り組んでいる所属がこの
数年で増えており、数を増やすことが難しく
なってきたため。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①100%

②49所属

R5目標

多文化共生を理解する場を
設けるとともに、支援を通
して外国人市民が日常生活
等で感じる不便さの軽減に
寄与した。

50所属

561
市民
部

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目的達成に向けてR4実績より
件数は伸びており、ある程度
成果は出ている。目標にはや
や達成しなかった（95％）
が、その要因は手続面の機能
不全によるものであり、現在
は回復している。以上のこと
からBが妥当と判断した。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
優先 自治事務 711千円

①まちなかコンサートの開
催

②音まちファミリーコン
サートの開催

【R5目標まで】
「音まち」推奨制度推奨数

【R6目標から】
「音楽のあるまちづくり」SNSのフォロワー数

0.1人

R6目標

H24

文化芸術基本法 1,163千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

あらゆる世代の市民や所沢市を訪れる方々に、
音楽を演奏する機会、聴く機会を常に身近なも
のとして定着させ、豊かな音楽文化が持続的に
発展できるよう取り組んでいく。プロ、アマを
問わず音楽を通じた交流や音楽環境の活性化を
図る。
①コンサートの開催：市民の気軽な音楽鑑賞の
場を創出するため、市内各所で実施する。
②音まちピアノ：グランエミオ所沢に設置のピ
アノの管理・運営。
③「音まち」推奨制度：市内の音楽行事等を認
定し、集客や情報入手の一助を図る。

会年職
員等

0.05人

実績 30件 35件

年度当初は、対象となる音楽コンテンツの選
定手続を外部団体が担っていたが、年度途中
で諸事情により機能不全に陥った。12月から
所沢市が直接申請を受け付ける方式に変更
し、手続は正常に戻ったが、それまでの間の
推奨数が伸びなかったため、目標値は未達成
となった。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①5回

②2回

R5目標 R5実績

推奨された音楽コンテンツを、その情
報を欲する市民等へ着実に届くような
情報発信を実現させる。

R5その他職員従
事割合

40件 38件
音楽があふれる魅力ある
まちを目指して事業を行
い、本市のイメージアップ
に寄与した。

会年職
員等

1,980件

561
市民
部

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

【R5目標まで】
市内の音楽コンテンツを推奨することで、本市を
市内外にアピールしてイメージアップを図るた
め。

【R6目標から】
文化芸術に関する施策の満足度に相関性のある数
値であると判断したため。

・手続主体を外部単体から所沢市に変
更することで、機能不全を回復させ
た。
・要件を緩和し、営利目的の音楽コン
テンツ等も対象とすることで、市民が
欲する情報を体系的に発信することと
した。

音楽のあるまちづ
くり推進事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

本市の文化芸術活動の発信拠点とし
て、地域とも連携した事業を展開して
いけるよう引き続き指定管理者と連携
を密に図り支援していく。

R5その他職員従
事割合

60.0% 55.6%

施設稼働率は目標値を下回っ
たが、開館30周年という節目
にあたって充実した事業を実
施し、自主事業における来場
者数や入場料収入、施設貸与
に伴う利用料金収入が過去最
高となる等の実績が上げられ
たため。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.09人

R6目標

H5

11 住み続けられるまち
づくりを

重要 自治事務 733,781千円

①年間施設利用日数（日）

②年間施設利用回数（回）

③自主事業イベント観客入
場率（％）

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日
を除く）

所沢市民文化センターは、本市における文化芸術
活動の拠点であり、市民が芸術に触れる機会の増
進を図り、施設利用者の増加を促進するために施
設稼働率を指標とする。令和６年度は前年度実績
値以上を目指すものとする。

駐車場等に設置されていた水銀灯をLED
照明灯に更新する等、安全な施設利用
に寄与する修繕を行った。

市民文化センター
管理運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

所沢市民文化センター条例、所沢市民文化センター条例施
行規則 736,450千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

本市の文化芸術振興のため、所沢市民文化セン
ターにおける事業運営と施設管理を行い、市民
の芸術に触れ合う機会の増進と施設利用者の増
加を促進する。
また、施設の管理運営方法については、指定管
理者制度を導入しており、指定管理者である公
益財団法人所沢市文化振興事業団が実施してい
る。
なお、平成３０年１２月から令和２年３月まで
は大規模改修を、令和２年４月から令和１２年
３月までは維持管理を、共にＰＦＩ事業者が実
施している。

会年職
員等

0.05人

実績 51.5% 53.3%

新型コロナウイルス感染症が５類に移行した
ことにより、稼働率は改善傾向にあるもの
の、完全には回復していない状況である。コ
ロナ禍以前の実績に近い高い目標値を設定し
たことが未達成の一因と考えられる。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3,418（全14施設）

②7,718（全14施設）

③82.7%

R5目標

市民が文化芸術に触れて豊
かな生活を送ることに貢献
した。

57.0%



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

12,782千円

R5予算現額

13,176千円

R4正規職員人件
費

0.37 人

2,961千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.61 人 評価者

～ 4,929千円 文化芸術振興課長　近藤 真希

R4予算現額

37,192千円

R5予算現額

34,952千円

R4正規職員人件
費

1.01 人

8,082千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.03 人 評価者

～ 8,323千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

11,119千円

R5予算現額

11,846千円

R4正規職員人件
費

0.28 人

2,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.36 人 評価者

～ 2,909千円 文化財保護課長　稲田　里織

561
市民
部

文化
芸術
振興
課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

新型コロナウイルス感染症が
５類に移行したことにより、
利用日数が増加し、目標値を
上回る施設利用率を達成でき
たため。

R5年度に改善した点
11 住み続けられるまち

づくりを
重要 自治事務 12,504千円

①年間施設利用日数（日）

②利用件数（団体・個人）

施設稼働率（％）
※年間利用回数÷年間利用可能回数（閉館日
を除く）

0.04人

R6目標

H29

所沢駅東口市民ギャラリー条例、所沢駅東口市民ギャラ
リー条例施行規則 12,958千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢駅東口市民ギャラリーは、市民の文化芸術
活動等の促進を図ることを目的とした施設であ
り、ギャラリーとして一般利用に供することを
目的としている。
また、施設の管理運営方法については、指定管
理者制度を導入しており、指定管理者である公
益財団法人所沢市公共施設管理公社が実施して
いる。

会年職
員等

0人

実績 50.0% 65.5%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①242

②34

R5目標 R5実績

より多くの市民、特に若年層に利用い
ただけるよう引き続き指定管理者と連
携し、様々な手法で広く施設の周知を
図っていく。

R5その他職員従
事割合

65.0% 67.2%
文化芸術活動の発表とそれ
に触れる機会を提供し、所
沢の文化の発展に寄与し
た。

会年職
員等

70.0%

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

市民の文化芸術活動の発表の場「ギャラリー」と
して、市民へ利用に供し文化芸術活動等の促進を
図るため、施設稼働率を指標とする。なお、Ｒ5年
度以降、新型コロナウイルスによる新型コロナウ
イルス感染症に係る利用制約が撤廃されたことを
鑑みて目標値を設定している。

施設の所在が分かりにくいといった意
見に対応するため、入口にステッカー
表示を行い、改善を図った。

所沢駅東口市民
ギャラリー管理運
営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

開発に伴う確認調査件数や区画整理事
業などの大規模開発に伴う調査の増加
により、業務量の更なる増加が見込ま
れる。発掘調査の担当職員は国の方針
や県の基準により、考古学の専門知識
を有する者でなければならないとされ
ていることから、該当する職員の増員
等対策を早期に講じる必要がある。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

調査依頼のあった件について
100％調査実施ができたため目
標は達成している。特に夏場
は熱中症対策を講じながらの
調査となるが、今後も調査に
従事する職員の健康管理に注
意しながら着実に調査を進め
ていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

7.53人

R6目標

S51

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 32,724千円

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数

③発掘調査実施面積

確認調査依頼件数に対する確認調査実施件数

開発等により破壊される前に確認調査によって遺
構の有無を判断し、本調査で迅速かつ正確に遺跡
に関する記録を行うことが当事業の目的となって
いるため、確認調査の実施率を指標とし達成率
100%を目標値とした。

水分補給や休憩をこまめにとるなど、
特に熱中症に注意して調査を進めた。

埋蔵文化財発掘調
査事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護
条例 32,638千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

開発等により遺跡が破壊される前に、記録保存
を行い、後世へ伝えることを目的に実施する。
埋蔵文化財包蔵地（遺跡）内で開発等が計画さ
れた段階で確認調査を実施する。その結果、遺
構が発見され、開発等により破壊される可能性
がある場合には発掘調査を実施する。発掘調査
は、正職員と会年職員等で調査の規模・期間・
難易度により適宜チームを編成して行う。

会年職
員等

11.5人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①85件

②8件

③3,849.8㎡

R5目標

開発により現地保存できな
い遺跡の発掘調査を実施す
ることにより、地中に遺さ
れた所沢市の歴史を後世に
記録として伝えていく。

100.0%

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

当初の計画通り調査報告書が
刊行されており、目標値を達
成している。しかしながら、
未刊行の調査が依然として多
いことから、一つでも多くの
調査結果を報告書として刊行
できるように今後も取り組ん
でいく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 6,942千円

①年報掲載の確認・発掘調
査数

②報告書を刊行した発掘調
査件数

発掘調査報告書刊行調査次数

7.5人

R6目標

S52

11 住み続けられるまち
づくりを文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護

条例 10,125千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

報告書の刊行により発掘調査の成果を公開する
ことで、市民をはじめ歴史及び郷土研究への貢
献を目的に実施する。また、年報の刊行により
発掘調査や確認調査の成果をいち早く公開する
ことで、市民や開発事業者等に所沢市の地中に
刻まれた貴重な文化遺産を周知し、文化財保護
意識を啓発することで、開発計画など遺跡の破
壊を未然に防止する効果も期待できる。

会年職
員等

6人

実績 380件 383件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①93件

②6件

R5目標 R5実績

発掘調査報告書は専門性を有する職員
が執筆するが、日中は発掘調査のため
現場作業に従事しており、現場作業後
に報告書業務を行うため業務量増加が
課題となっている。

R5その他職員従
事割合

387件 389件
発掘調査報告書の刊行によ
り、市民等へ所沢市内に存
在した遺跡の情報を公開し
た

会年職
員等

398件

記録した遺跡の情報を報告書として刊行し公開す
ることが当事業の目的となっているため、報告書
を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告書刊行
済の調査報告次数に、現年度刊行予定の報告書掲
載発掘調査次数を加えたものを目標値とした。

報告書作成に必要なソフトウェアを更
新した。

発掘調査報告書等
刊行事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

1,988千円

R5予算現額

2,034千円

R4正規職員人件
費

0.39 人

3,121千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.39 人 評価者

～ 3,152千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

12,740千円

R5予算現額

13,047千円

R4正規職員人件
費

0.21 人

1,680千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.21 人 評価者

～ 1,697千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

4,567千円

R5予算現額

3,955千円

R4正規職員人件
費

0.42 人

3,361千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.52 人 評価者

～ 4,202千円 文化財保護課長　稲田　里織

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

多様な普及公開事業を通じて市民等へ
の情報発信を行い、埋蔵文化財の周知
と保護への理解に努めていく。

R5その他職員従
事割合

8,600人 4,396人

実績値は目標を下回っている
が、「埋文まつり」アンケー
トでは、参加者の9割以上が
「昔の人々の暮らしの跡や
使っていた土器などを大切に
したいと思う」と回答してお
り、事業を通じて関心や理解
が図られているためB評価とし
た。地中に眠る埋蔵文化財の
魅力を伝えるため、学校と連
携した情報発信を進め、子ど
もから高齢者まで多くの市民
が埋蔵文化財に親しむ機会の
創出に引き続き務めていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

1.8人

R6目標

H6

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 1,106千円

①来館者人数
②埋文まつりの参加者数
③出張事業・講師派遣等の
参加者数

文化財公開活用事業への参加者数

郷土の歴史や埋蔵文化財行政を周知することが当
事業の目的であるため、市民の関心や理解度を図
る数値として公開活用活動参加者数を指標とす
る。

新型コロナウィルス感染症の影響など
により開催規模を縮小していた「埋文
まつり」を例年規模に戻して実施し
た。

埋蔵文化財普及公
開事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
文化財保護法・所沢市文化財保護条例 1,654千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

埋蔵文化財に対する理解を深めるとともに、郷
土の歴史や文化財保護意識を醸成することを目
的に実施する。主な内容は、①小中学校を対象
とした来館授業・出張授業・職場体験学習等
②施設見学・講師派遣　　③埋文まつり等の体
験型イベント　④最新発掘展示　⑤外部公共施
設等への資料貸出等

会年職
員等

0.5人

実績 8,600人 3,937人

前年度よりも各実績値は上がっているが、コ
ロナ禍前には戻っていないため、引き続き、
普及公開事業の充実に努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3,672人

②449人

③275人

R5目標

普及公開事業により、市民
等に所沢市内に残る遺跡の
情報を分かりやすく伝え
た。

8,600人

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

当初の計画通り調査報告書が
刊行されており、目標値を達
成している。しかしながら、
未刊行の調査が依然として多
いことから、一つでも多くの
調査結果を報告書として刊行
できるように、その下地とな
る遺物の整理を進めていく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 7,915千円

①整理作業遺跡件数

②整理作業遺構件数

③出土遺物の保存処理・化
学分析

発掘調査報告書刊行調査次数

3.4人

R6目標

S50

11 住み続けられるまち
づくりを文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護

条例 11,464千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

遺跡から出土した遺物の整理作業や保存処理を
行い、発掘調査報告書に掲載するとともに、実
物資料として後世に伝えていくことを目的に実
施する。主な内容は、①遺物の水洗　②注記
③接合　④復元　⑤着色　⑥報告書掲載遺物の
選出　⑦実測　⑧拓本　⑨保存処理　⑩科学分
析　など

会年職
員等

6人

実績 380件 383件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①14件

②37件

③7点

R5目標 R5実績

担当職員は、日中は発掘調査の現場作
業に従事しており、刊行作業を行う整
理作業職員への指示出しが遅れること
が課題であり、事務の効率化や事務分
担等の見直しを検討する。

R5その他職員従
事割合

387件 389件
遺物整理保存により、後世
への記録作成と市民等に所
沢市内に残る遺跡の情報を
公開する下地を作った。

会年職
員等

398件

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

発掘調査の成果を報告書として刊行するために遺
物の整理を行うことが当事業の目的であるため、
報告書を刊行した発掘調査次数を指標とし、報告
書刊行済の調査報告次数に、現年度刊行予定の報
告書掲載発掘調査次数を加えたものを目標値とし
た。

昨年度に引き続き、遺物の収蔵スペー
スの確保を図った。

埋蔵文化財遺物整
理保存事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

豊かな自然と発掘調査成果を活かし
て、現地を訪れた方が滝の城跡の歴史
を感じられるような史跡整備に努め
る。

R5その他職員従
事割合

145人 81人

令和4年度で史跡整備に伴う発
掘調査は終了したため、調査
に伴う現地説明会の開催がな
く、目標値を達成できなかっ
た。令和6年度以降は、「現地
説明会参加者数」を「普及事
業参加者数」に変更し、講演
会や出土遺物展示などを通じ
て、「滝の城跡」と発掘調査
成果を市民に伝える活動に努
めるとともに、史跡整備を進
めていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

H19

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 4,539千円

①滝の城跡HPアクセス件数

②発掘調査報告書の延べ販
売部数

保存会会員数+現地見学者数（団体見学のみ）
+現地説明会参加者数

「滝の城跡」を後世に護り伝えていくためには、
多くの市民等の関心が必要であることから、保存
活動をしている団体の会員数及び見学者（団体）
数、また、滝の城跡関連の普及事業参加者数を指
標とした。

滝の城跡整備検討委員会を設置して、
滝の城跡の発掘調査成果と文献史学の
双方から、史跡の歴史的評価の再検討
を始めた。

滝の城跡整備事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを文化財保護法・埼玉県文化財保護条例
所沢市文化財保護条例 972千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

中世城跡の本質的な価値を見出し、計画性のあ
る長期的な整備を進める事により、郷土の貴重
な文化財である「滝の城跡」を後世へ護り伝え
ることを目的に実施する。主な内容は、①保存
管理計画の策定 ②史跡指定地内の遺構確認 ③
危険箇所の応急的な修繕 ④中世城跡として適切
な保存整備 ⑤整備基本計画に基づいた史跡整備

会年職
員等

0人

実績 250人 145人

当初予定していた追加の発掘調査を行う必要
がなくなり、現地説明会を実施しなかったた
め。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①8,998件

②41冊

R5目標

県指定史跡滝の城跡の整備
に向けた取り組みを進め
た。

220人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

5,346千円

R5予算現額

5,654千円

R4正規職員人件
費

0.93 人

7,442千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.89 人 評価者

～ 7,192千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

3,323千円

R5予算現額

3,352千円

R4正規職員人件
費

0.65 人

5,201千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.63 人 評価者

～ 5,091千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

300千円

R5予算現額

721千円

R4正規職員人件
費

0.28 人

2,241千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.62 人 評価者

～ 5,010千円 文化財保護課長　稲田　里織

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

目標達成率は62.2％とやや低
いが、令和4年度実績よりも増
加しており、また、公開事業
の目的達成度も98.6％と高い
達成度のためB評価とした。今
後も多くの市民の皆さんに文
化財への興味関心を抱いてい
ただけるよう、事業規模や事
業手法を検討して取り組んで
いく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 5,339千円 ①所沢市web文化財保護課所管

コンテンツ年間アクセス総数
②所沢市web文化財保護課所管
コンテンツ月別最多掲載数
③公開事業の達成度（アンケー
トの所沢市の歴史文化や郷土を
大切にしたいと「とても思っ
た」「思った」と回答した割
合）

文化財に関する市民理解度
（文化財保護課所管施設の見学及び主催事業
への参加者数）

0.25人

R6目標

H18

11 住み続けられるまち
づくりを文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護

条例 5,359千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

文化財の公開や文化財を活用した事業を実施す
ることで、市民等に「ふるさと所沢」への愛着
や、文化財保護意識を醸成することを目的に実
施する。主な内容は、①指定文化財等の情報公
開 ②指定文化財等の管理 ③展示や講座などの
指定文化財等の公開活用事業の開催

会年職
員等

0.3人

実績 11,300人 6,283人

各施設や主催事業への来場者数は令和4年度よ
りも増加しているが、民俗資料館及び埋蔵文
化財調査センター来館者は新型コロナ以前の
数値に戻っていない。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①548,716件

②294件

③98.6％

R5目標 R5実績

移動が困難な文化財は現地での公開を
行うなど、所有者にも協力を要請し、
市民に文化財の魅力を伝える機会を増
やす。

R5その他職員従
事割合

11,600人 7,212人

文化財の公開活用により所
沢市の文化財を市民等に魅
力的に伝えた。会年職

員等
12,000人

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

文化財を身近に感じ、後世へ護り伝えていく意識
を持つ市民を増やすことを目的にしているため、
市民理解度を指標とする。 広報課のインスタグラムとフェイス

ブックによる情報発信を始めた。

文化財公開活用事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

埋蔵文化財調査センター施設内におい
て人工増殖を行い、個体数維持に努め
ているが、自然復帰に向けては放流場
所の環境など多くの課題があり、関係
部署との連携を図ることが不可欠であ
る。

R5その他職員従
事割合

1,000尾 1,012尾

目標値通りに種の保存に適切
な個体数確保ができており、
引き続き計画的な個体数の維
持に努めていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

4.85人

R6目標

H8

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 3,091千円

①個体数（年度末時点）

②年間死亡個体数

埋蔵文化財調査センターにおいて人工増殖に
より増加した個体数

ミヤコタナゴの種の保存のため、飼育総数個体
3,000～3,500尾を目標としていることから、当該
年度の人工増殖数を指標とする。 定期的な清掃・水替えが行えるように

水槽管理のルールを見直した。

ミヤコタナゴ保護
対策事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市文化財保護条例、絶滅のおそれのある希少野生動植
物の種の保存に関する法律 3,043千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

絶滅危惧種で国指定天然記念物「ミヤコタナ
ゴ」の種の保存と、環境学習等としての活用を
図ることを目的に実施する。主な内容は、①人
工増殖による必要な個体数の維持 ②市内小学校
等での展示飼育（保護啓発と環境学習） ③中学
校での飼育体験

会年職
員等

1人

実績 1,000尾 1,082尾

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①3,451尾

②2,598尾

R5目標

小中学校での飼育展示で地
域環境教育に貢献した。

1,000尾

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

令和5年度は隔年開催の「伝統
芸能発表会」を開催して継承
団体が日頃の成果を披露出来
る機会を設けるとともに、市
民への民俗芸能の周知を図っ
た。そのほか、埼玉県主催
「和文化フェスタ」や一般財
団法人地域創造主催「第28回
地域伝統芸能まつり」への出
演推薦など、継承団体が活躍
する機会の確保にもさらに努
めた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 332千円

①伝統芸能発表会の鑑賞者
数（出演者+来場者数）
②重松流祭囃子保存会の活
動参加者数（重松流祭囃子
各活動の出演者）
③岩崎獅子舞保存会の活動
参加者数（奉納岩崎簓獅子
舞の出演者＋来場者数）

郷土の民俗芸能の披露日数

0.05人

R6目標

H5

11 住み続けられるまち
づくりを文化財保護法、埼玉県文化財保護条例、所沢市文化財保護

条例 721千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内に伝承されている民俗芸能を広く市民に周
知し、その技能や道具類を後世へ護り伝えると
ともに、郷土の民俗芸能を継承する保存団体の
存続と発展を目的に実施する。主な内容は、①
伝統芸能発表会の開催（隔年） ②郷土の民俗芸
能を継承する保存団体の自主的な活動を支援

会年職
員等

0人

実績 10日 19日

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

 

R5目標 R5実績

引き続き、継承団体の活動支援に努め
ていく。

R5その他職員従
事割合

17日 34日

無形民俗文化財の紹介や継
承団体への支援を行い、次
世代への継承を図った。会年職

員等
27日

市内に伝承されている民俗芸能の市民への周知と
継承、その保存団体の存続と発展を目的としてい
るため、披露日数を指標にしている。

「伝統芸能発表会」の開催にあたり、
一般財団法人地域創造に申請して助成
を受けた。

郷土の民俗芸能支
援事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

2,406千円

R5予算現額

2,273千円

R4正規職員人件
費

0.23 人

1,840千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.26 人 評価者

～ 2,101千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

9,292千円

R5予算現額

12,082千円

R4正規職員人件
費

0.64 人

5,121千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.54 人 評価者

～ 4,364千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

4,264千円

R5予算現額

4,956千円

R4正規職員人件
費

0.45 人

3,601千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.36 人 評価者

～ 2,909千円 文化財保護課長　稲田　里織

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績 指定文化財はそれぞれ所有者が管理し
ており、文化財の種類によって所有者
等の負担が増大している。市民共有の
財産である文化財を継続的に管理する
ためには、担当職員のスキルアップ
や、所有者等との連絡を密にするな
ど、費用以外の支援も積極的に担って
いく必要がある。

R5その他職員従
事割合

100.0% 100.0%

目標値は達成しているが、指
定文化財の種類により所有者
等が負担する経費負担は大き
い。所有者等と平時から連絡
を密にし、補助金の適正な執
行とともに、財政的な援助以
外にも市ができる支援はない
か、指定文化財の維持管理に
努める必要がある。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0.1人

R6目標

S56

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 1,593千円

①管理費等補助件数

②修理等補助件数

所有者（管理者）の申請件数と交付件数の率

指定文化財は市民の個人管理も多く、経費の一部
を市が支援することは、指定文化財を良好な状態
で保存・管理することにつながるため指標とし
た。

補助金申請に合わせて所有者等へのア
ンケートを実施し、所有者等が抱える
課題の把握に努めた。

指定文化財管理費
等補助事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを所沢市文化財保護条例、所沢市文化財等保存事業費補助金
等交付要綱 1,564千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内に所在する指定文化財を保存・管理し、こ
れを良好な状態で後世に継承するために実施す
る。主な内容は、①市指定文化財の所有（管
理）者が補助金の交付申請をする ②文化財等保
存事業費補助金等交付要綱に基づき交付 ③実績
報告により管理状況等を確認する

会年職
員等

0.3人

実績 100.0% 100.0%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①62件

②申請なし

R5目標

指定文化財管理費を補助す
ることで、指定文化財を良
好な状態で維持、保全し後
世へ伝えていく。

100.0%

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

埋蔵文化財調査センターは開
設から30年が経過し、施設の
老朽化による不具合が年々増
加している。今後も必要箇所
を見極めた上で、計画的な修
繕を進めていく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 9,067千円

① 施設利用者数（来館者人
数+埋文まつり参加者数）

②年間開館日数

年間の施設修繕件数

0人

R6目標

H6

10 人や国の不平等をな
くそう文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護

条例 9,276千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

来館者等の安全管理とともに、発掘調査による
出土遺物など収蔵資料を永年にわたって整理・
保存し、埋蔵文化財に関する各種情報を後世に
伝えるとともに広く提供する施設として、安全
かつ適正に管理するために、施設管理業務委託
等による各種点検を着実に実施し、修繕箇所を
見極めて必要な修繕を実施する。

会年職
員等

0人

実績 6件 4件

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①4,121人

②248日

R5目標 R5実績

施設の不具合が増えてきているため、
引き続き定期的な日常点検を行い不具
合の早期把握と優先順位を決めて計画
的な修繕の実施に努めていく。

R5その他職員従
事割合

6件 6件 埋蔵文化財調査センターを
適切に管理し、所沢市内に
残る遺跡の情報を後世に伝
えるとともに、発掘調査で
得られた情報を市民に公開
する。

会年職
員等

6件

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

R5実績

来館者等の安全管理及び収蔵資料を後世に伝えて
いくために適正な施設管理を行うことが目的であ
るため、計画的な施設修繕が遂行できているか、
修繕実施数を指標とした。

施設全体に目を配り日々の維持管理を
行いながら小さな修繕箇所を発見し、
職員ができることは業者任せにせず実
施するよう努めた。

埋蔵文化財調査セ
ンター施設管理事
業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

民俗資料館は地域からの要望により開
館した経緯もあるため、山口・富岡・
柳瀬の各まちづくりセンターや保存
会、地域の方々との協力も模索し、行
政と地域が連携して郷土資料を後世に
伝えていけるよう努めていく。

R5その他職員従
事割合

1,500人 1,384人

前年度よりも来館者数は下
回っているが、個人来館者の
多くは長く滞在する傾向であ
り、資料を通じて昔の話をし
て帰るなど、「郷土への理解
を深める」という目的の達成
について評価はできると考え
る。来館者数の増加に向け
て、学校教育との連携と情報
発信にさらに努めていく。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

1.02人

R6目標

S56

4 質の高い教育をみんな
に

重要 自治事務 3,437千円

①開館日数

②来館小中学校数

来館者数

各地域に伝わる民俗資料を展示し見学してもらう
ことより、郷土への理解を深める機会を提供する
ことになると考え、来館者数の増加を指標とす
る。

民具を使用した小学校団体見学時の新
たな体験メニューの準備を始めた。

中富・柳瀬・山口
民俗資料館管理運
営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
所沢市民俗資料館条例、所沢市民俗資料館条例施行規則 3,580千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

地域ごとの民俗資料の保存と市民への公開を目
的に実施する。主な内容は、
①中富・柳瀬・山口民俗資料館の開館業務
　開館日：各館月4回
　開館時間：午前9時～午後4時30分
　入館料：無料
②地域の特色が見られる民具等の展示
③小中学校の社会科見学や総合学習の支援

会年職
員等

1.1人

実績 1,600人 1,484人

団体見学校数は令和4年度と変化はなかった
が、クラス数の減少に伴い人数が減少してい
る。小中学校の郷土学習等での活用など、学
校教育との連携と情報発信に努めていく。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①144日

②7校

R5目標

各民俗資料館を運営するこ
とにより、地域に伝わる民
俗資料を保存するととも
に、市民等に公開する。

1,500人



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

27,391千円

R5予算現額

14,283千円

R4正規職員人件
費

0.72 人

5,761千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.56 人 評価者

～ 4,525千円 文化財保護課長　稲田　里織

R4予算現額

7,800千円

R5予算現額

26,168千円

R4正規職員人件
費

1.58 人

12,643千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.95 人 評価者

～ 7,677千円 文化財保護課長　稲田里織

R4予算現額

163千円

R5予算現額

152千円

R4正規職員人件
費

0.30 人

2,401千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

0.53 人 評価者

～ 4,283千円 文化財保護課長　稲田里織

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

当初計画していた面積以上の
調査が実施でき、目標を達成
している。今後も開発に遅れ
がでないよう、土地区画整理
組合から依頼のあった調査を
着実に進めていく。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 8,528千円

①確認調査実施件数

②発掘調査実施件数(㎡)

③確認調査実施面積

確認調査(試掘)面積と記録保存のための発掘
調査面積

7.2人

R6目標

H29

11 住み続けられるまち
づくりを文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護

条例 7,841千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

市内5箇所の土地区画整理事業地内の埋蔵文化財
を保護するために実施する。主な内容は、①公
衆用道路等の確認調査（試掘）を行い遺構・遺
物の有無を確認　②確認調査（試掘）で検出さ
れた遺構の記録保存のための発掘調査の実施
③発掘調査で出土した遺物・遺構の記録を整理
して報告書を刊行

会年職
員等

11人

実績 26,000㎡ 11,688㎡

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①8件

②1件（20㎡）

③28,685㎡

R5目標 R5実績

専門職員が少ない中で、市内遺跡調査
と並行して土地区画整理事業の進捗に
影響を及ぼさないよう、調整を進める
ことが困難になっている。

R5その他職員従
事割合

26,000㎡ 28,705㎡
開発により現地保存できな
い遺跡の発掘調査を実施す
ることにより、地中に遺さ
れた所沢市の歴史を後世に
記録として伝えていく。

会年職
員等

26,000㎡

562
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績

各土地区画整理組合(組合が認可されていない箇所
は土地区画整理組合設立準備会)と合意した確認調
査(試掘)、及び記録保存のための発掘調査面積

水分補給や休憩をこまめにとるなど、
特に熱中症に注意して調査を進めた。
また、事業者と連絡を密にとり、スケ
ジュール管理を徹底することで、円滑
に業務を進めることができた。

土地区画整理事業
地内埋蔵文化財調
査事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間

歴史的建造物の整備を図っていくにあ
たり、建築基準法や消防法など法令対
応の検討を行う必要がある。

R5その他職員従
事割合

50.0% 61.7%

目標値は達成しているが、整
備活用に向けた課題は残って
おり、B評価とした。

R5年度に改善した点

期間
会年職
員等

0人

R6目標

R3

4 質の高い教育をみんな
に

最優先 自治事務 6,995千円 ①特別公開の参加数

②アンケートの回答数

③公開事業の達成度（アン
ケートの所沢市の歴史文化
や郷土を大切にしたいと
「とても思った」「思っ
た」と回答した割合）

R4まで
歴史的建造物整備活用事業（秋田家住宅）へ
の関心度（アンケート回答数の割合）
R5から
公開事業の達成度（アンケートの「所沢市の
歴史文化や郷土を大切にしたいと「とても
思った」回答数の割合）

「秋田家住宅」の整備活用を通じて、「所沢のま
ちば」の歴史・文化を伝えることを目的としてお
り、公開事業の来場者に「所沢市の歴史文化や郷
土を大切にしたい」と思っていただければ、事業
目的を遂行できるため指標とした。

年末の大掃除をボランティア参加で実
施することで、「秋田家住宅」に関心
を寄せ親しむ機会とした。

歴史的建造物整備
活用事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを文化財保護法・埼玉県文化財保護条例・所沢市文化財保護
条例 24,380千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

寿町に所在する国登録有形文化財「秋田家住
宅」と敷地全体の整備と活用を図る目的で実施
する。主な内容は、①国登録有形文化財「秋田
家住宅」の整備　②「所沢のまちば」の歴史・
文化を伝えるとともに、地域の商業や観光の活
性化にも寄与するよう、敷地北側を含めた活用

会年職
員等

0.1人

実績 45.0% 77.3%

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①757人

②464枚

③98.6％

R5目標

織物産業で栄えた所沢まち
ばの賑わいや昔の生活を伝
え、「ふるさと所沢」への
愛着と理解を深める。

55.0%

563
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

A

講演会を2回開催するなど普及
事業に努めたことにより、目
標が達成できている。令和6年
5月には「三ヶ島葭子資料室」
開設30周年を迎えるため、こ
の機を捉えて、より多くの市
民に「三ヶ島葭子」に親しん
でもらえるよう、三ケ島公民
館とも連携して事業手法や情
報発信をさらに充実してい
く。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 112千円

①資料室入場者数

②講演会等来場者数

③冊子等販売数

利用者数（資料室・講演会来場者数と冊子等
購入者延べ人数）

0.1人

R6目標

H6

11 住み続けられるまち
づくりを

社会教育法、文化芸術振興基本法 152千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

郷土出身の歌人「三ヶ島葭子」の短歌の世界を
広く伝え、市民が先人への理解を深めるととも
に、「ふるさと所沢」を愛する心を育てること
を目的とし、①講演会等の開催　②三ヶ島葭子
資料室だより「われもこう」の発行　③市民ボ
ランティアによる展示解説会等を実施する。

会年職
員等

0.2人

実績 600人 559人

目標達成済

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①585人

②95人

③86冊

R5目標 R5実績

令和6年度は、「三ヶ島葭子資料室」開
設30周年記念事業として、①令和の百
首選の発表　②「三ヶ島葭子資料室」
一部展示替えなどを行い、より多くの
人に「三ヶ島葭子」の魅力を伝えられ
るよう情報発信に努めていく。

R5その他職員従
事割合

600人 766人
三ヶ島葭子資料室の運営に
より、郷土の歌人・三ヶ島
葭子をはじめとした文学に
ついての学習機会を市民等
に提供している。

会年職
員等

780人

市民へ三ヶ島葭子を周知することを目的としてい
るため、利用者数（資料室・講演会等来場者数と
冊子等購入者延べ人数）を指標とした。

今まで「三ヶ島葭子」のことを知らな
かった人や短歌に馴染みがない人にも
親しみを持ってもらえるように、例年
開催している講演会に加え、食べ物や
暮らしという身近な視点から三ヶ島葭
子を読み解く文学講座を実施した。

三ヶ島葭子資料室
運営事業

根拠法令
R5決算額（見込
み）

期間



SDGsへの貢献
(最大3つ)

会
計

総合
評価

評価理由 事業自体が貢献する項目

成果 評価及び次年度以降に向けた課題・取り組みなど

投入コスト 活動実績(R5) 成果指標 現状の課題

経費
計画
コード

所属
名称
(課)

事務事業名称 事業概要（全体）

所属
名称
(部
局)

R4予算現額

14,946千円

R5予算現額

13,573千円

R4正規職員人件
費

2.11 人

16,884千円 どのように貢献したか

R5正規職員人件
費

1.53 人 評価者

～ 12,364千円 文化財保護課長　稲田里織

展示・講座等の開催によっ
て、市民に「ふるさと所
沢」についての学習機会を
提供している。

期間
会年職
員等

2.9人

R6目標

H7 6,200人

R5目標

563
教育
総務
部

文化
財保
護課

実施計画ランク 事業の種別

一
般
会
計

R4決算額 項目名 指標名 目標設定の考え方・根拠

B

R5実績 所蔵する郷土資料を良好な環境で保存できる
よう資料の整理や施設整備について検討して
いくことが必要であり、まずは、郷土資料を
良好な環境で一元管理するために必要となる
資料管理のデジタル化について、次年度から
取り組んでいきたい。また、「ふるさと所
沢」に関心を抱き、自ら学んでみたいと思う
市民を増やせるよう、充実した普及事業に努
めていく。

R5その他職員従
事割合

6,150人 5,344人

目標値には達しなかったが
86.9％と高い達成率であり、5
年ぶりの「ところざわ星空
フェスティバル」開催、夏
季・冬季の企画展や講座・体
験学習会の開催、養蚕用具調
査の成果をまとめた「所沢文
化財調査報告書」発行など、
各種事業を通じて「ふるさと
所沢」の魅力を市民に発信し
て伝えることができた。

R5年度に改善した点
4 質の高い教育をみんな

に
重要 自治事務 14,510千円 ①事業目的の達成度（アン

ケート「ふるさと所沢」に
ついて「学びたい・知りた
い」と回答した割合）

②ふるさと研究利用者数

③事業に協力した市民学芸
員の延べ人数

展示見学者・講座参加者・閲覧学習室利用者
の延べ人数

ふるさと研究活動の周知と市民参加が目的の一つ
であるため、ふるさと研究利用者数（事業参加数
と資料利用数）を指標とした。

新型コロナウイルス等の影響で実施で
きていなかった「ところざわ星空フェ
スティバル」を開催し、講座等の事業
についても参加人数や会場など、コロ
ナ前にそのまま戻すのではなく、現状
に合った形態を検討し、実施すること
ができた。

ふるさと研究活動
事業

根拠法令
R5決算額（見込
み） 11 住み続けられるまち

づくりを
社会教育法、博物館法、文化財保護法 13,235千円

事業の目的及び具体的な内容
R4その他職員従
事割合

R4目標 R4実績 R5目標値が未達成の理由・分析

所沢市の歴史や自然などの本市に関する様々な
分野の資料の収集・保存・調査・研究を進め、
常設展示や企画展示・講座・体験学習会などを
通じて研究成果を紹介し、郷土への愛着を深め
るための事業を展開する。

会年職
員等

3人

実績 6,100人 4,534人

令和4年度よりも利用者数は増加しているが、
目標値は達成していない。より多くの市民へ
事業開催の情報が届くように、情報発信の工
夫に努める。

事業達成に向けての現在の課題及び今後の課
題解決に向けた取り組み

①60％

②5,344人

③664人


